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はじめに 

 

 先進諸国では、コンピュータ、高速回線の学校への普及が進み、今日では、有効活用に重点

が置かれるようになっている。韓国のように、授業の中で情報技術を使うことを義務づけてい

る国、シンガポールのように、教師教育段階で、ＩＣＴ活用が当然となっている国、フィンラ

ンドのように、教育スタイルからＩＣＴ活用が日常化している国に加えて、最近では、英米で

も、オンライン教材が盛んに活用される状況になっている。 
 ともなって、それらを担う教員のＩＣＴ活用能力の向上が重要課題となっている。米国のＩ

ＳＴＥでは、いわゆるＮＥＴＳ・ＴというＩＣＴ活用能力規準が広く受け入れられ、英国では、

ＴＤＡで総合的な指導力による教師の格が５段階設定され、研修も充実している。基礎指導、

中核、格上、優秀、先進の５つである。 
 日本でも、文部科学省が中心となり、教員のＩＣＴ活用指導力の基準が提唱された。Ａ．教

材研究・指導の準備・評価などにＩＣＴを活用する能力、Ｂ．授業中にＩＣＴを活用して指導

する能力、Ｃ．児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力、Ｄ．情報モラルなどを指導する能力、

Ｅ．校務にＩＣＴを活用する能力、の５カテゴリーに関する具体的必要技能の習得基準合計１

８項目を取り上げている。そして、全国の教員のＩＣＴ活用指導力習得度を各都道府県別に公

表した。今後のＩＣＴ活用指導に大きな影響を与えることが期待されている。 
 教育情報化推進協議会が受託した、この度の文部科学省委託事業では、具体的成果の一つと

して、教員のＩＣＴ活用指導力向上／研修テキスト２００８を作成した。「教員のＩＣＴ活用

指導力の基準」の５つのカテゴリーに準拠し、系統的、体系的、教育工学的なＩＣＴ活用指導

力規準を開発し、対応する研修内容２９講を編成した。 
 しかも、この規準は、レベルＡ．大学生・新任教員（基礎的な知識をもとに授業を実践でき

る）、レベルＢ．一般教員（効果的な授業が実践できる）、レベルＣ．ＩＣＴリーダー教員（校

内で指導・推進できる）、レベルＤ．指導主事（地域で指導・推進できる）のように、指導力

による格を明示している。 
 各講では、必要研修事項、具体的事例、指導のコツ・ノウハウ、演習課題、ワークシート、

個別解説、参考ＵＲＬ、規準表との対応などを含む、行き届いたテキストになっている。分か

り易く可視化されており、学びが促進される工夫が多面的になされている。この研修テキスト

は、単に、教員のＩＣＴ活用指導力向上に役立つにとどまらず、教員の一般の指導力向上にも

大きな貢献をする性格のものである。 
 本テキストは、６地域で、試行実践を重ね、改善した成果であるが、次年度から、その規模

を全国的に拡げ、多くの実践を踏まえ、絶えず改善を加え、幅広く有効活用出来るテキストに

洗練していくことが重要である。 
 貴重な重要事業を委託して下さった、文部科学省初等中等教育局、絶大なご協力を下さった、

教育委員会、学校教育関係者、原克彦委員長をはじめ、調査研究委員会委員の皆さまに厚くお

礼を申し上げる。 

 
教育情報化推進協議会代表  坂元  
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第１章 事業の概要 

 
１．１ 事業の趣旨及び目的 

文部科学省が平成18年度末に公表した｢教員のICT活用指導力の基準｣（チェックリスト）に示

されるように、教員のICT活用指導力は広範囲にわたっている。たとえば、研修の評価について

も、研修後の受講者本人の申告や研修指導者の主観的な判断に委ねられることが多く、客観的

な評価が実施されていないのが実情である。これらの評価の問題を解決するためにも、教員の

ICT活用指導力に関する評価規準表・基準表を開発する必要があると考える。この規準表・基準

表は、教員のICT活用指導力レベルの全体像（枠組み）を示して、個々の教師自身のICT活用指

導力が現在の能力レベルでどの位置付けにあるか、また、次に何を目標にレベルを上げればよ

いかなどを明確にすることができる。そして文部科学省のチェックリストとの整合性を図る必

要があることも必然なことである。過去2年間の自主研究で開発した規準表・基準表およびこれ

らの表を使った研修実施による効果が上がることを実証してきたのは大きな成果である。 

本事業では自主研究の成果を活かすことを前提とすることにした。この規準表・基準表を研

修の評価基準として活用し、さらに洗練させるともにICT活用研修に組み込むことによって研修

の効果を上げることにした。研修には、研修カリキュラムと研修テキストを受講者へ提供する

必要がある。研修カリキュラムと研修テキストは、文部省のチェックリストに沿うこと、そし

て開発した規準表との対応付けを行うことを前提として開発することにした。 

本事業の目的は、次のとおりである。 

（１）教師のICT活用指導力の効果的に向上させる研修の実証 

教員個々の指導力を的確に把握するとともに、指導に必要なICT活用能力を教員自身が主

体的にしかも確実に身に付けることができる研修（主に自立型研修）を実証する。 

（２）研修の形成的な評価法の確立 

規準表・基準表を使った評価基準に基づく形成的な評価を実施する。 

（３）学校のICT環境力の評価基準の確立 

教員のICT活用指導力を向上させるためには、学校のマネージメントレベルの環境力を上

げることが重要である。その環境力を上げるための基準を策定する。 

（４）教員のICT活用指導力と学校のICT環境力の統合 

さらに教員のICT活用指導力と学校のICT環境力を統合して、実践評価を実施する。 

（５）教員のICT活用指導力の認定認証の枠組みの提案 

最終的には、教員のICT活用指導力の認定・認証する仕組みを提案する。 

 

１．２ 事業の実施期間 

本事業は、次の事業期間で実施した。 
●平成１９年７月９日～平成２０年３月３０日 

 
１．３ 事業の概観 

本事業は３カ年計画で推進する計画であるが、事業全体のイメージを図に示すと図１－１の

とおりである。 

イメージ図には、自主事業時代の成果内容、第１年次（平成 19 年度）、第２年次（平成 20

年度）、第３年次（平成 21 年度、最終年度）で実施すべき成果とゴールについて記述している。
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このイメージ図の実施内容に沿って、３年間の事業を推進していく。 

公募前の成果 １年目

文科省チェックリスト 文科省チェックリスト

規準・基準の作成

研修カリキュラム

テキスト作成

試行実践評価改善

規準・基準の新訂

研修カリキュラム新訂

テキスト新訂

試行実践評価改善

調整

洗

練

海外先進文献
ＬＬＵＫ , ＴＤＡ

ＳＬＩＣＴ,ＩＳＴＥ

学校のＩＣＴ環境力
Becta,Ofsted資料収集

自己評価枠組

学校のＩＣＴ環境力
分析

学校のＩＣＴ環境力
評価規準項目作成

研修カリキュラム更新

テキスト更新

統 合

試行実践

評 価

比較分析

認
定

・
認
証
の
枠
組
み
提
案

ＩＣＴ指導力
ＩＣＴ環境力

統合規準・基準

実践評価
ＩＣＴ環境力の調査

（全国調査）

Generation yes
資料収集

生徒指導能力分析基準作成 生徒指導の試行

２年目 ３年目

資料「教員のＩＣＴ指導力の評価方法の開発と実用化」のイメージ図

評価方法

分 析

分 析

※学校のＩＣＴ環境力：インフラ、組織、マネージメント、専門家・保護者との連携などの総合力

※

図１－１ ＩＣＴ研修事業の全体イメージ 
 
１．３．１ 第１年次（平成 19 年度）の実施概要（実績） 

文部科学省のチェックリストをベースにするとともに整合を図りながら、過去２年間の成果

を洗練させて、次の研究項目に取り組んだ。 
（１）教員の ICT 活用指導力規準表と基準表の開発 

「教員の ICT 活用指導力規準表」（規準表）は、文部科学省のチェックリストと整合を図

り、新訂した。「教員の ICT 活用指導力基準表」（基準表）は、具体的な学習目標を表して

おり、その内容は研修テキストの中に散りばめられているが、まだ基準表として整理でき

ていない。第２年次に持ち越し、基準表として作成する予定である。 

（２）研修カリキュラムの新訂 

自主研究で検討したの研修案は 26 コースを検討し、具体的な研修案として 7 コースを作

成した。この研修案を参考にして、研修カリキュラムを新訂することにしたが、第２年次

に持ち越した。 

（３）研修テキストの新訂 

自主研究での研修テキストの作成方針は採らず、研修の流れをあまり意識せずにテキス

ト(研修項目 29 講)を検討・開発した。 

（４）研修試行及び実施 

研修は、仮印刷した研修テキストを使い、調査研究委員会委員が講師となって、５地域

で合計７回試行した。研修による改善内容は最終版テキストに反映した。 
（５）研修評価方法の検討 

研修の評価は、アンケートによる自己評価のみにとどまった。第２年次は、上記の点を

踏まえ、形成的な評価を検討する。 
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（６）学校 ICT 環境力の調査・分析 

アンケートの中で ICT 環境力項目について、研修実施地域の受講者に意見を聞いた。そ

の結果を整理・分析し、第２年次の ICT 環境力基準表を検討・策定する予定である。 

 

１．３．２ 第２年次（平成 20 年度）の実施概要（予定） 

第１年次の成果と課題を踏まえ、研修アンケートによる受講者（学校現場の教員）の意見を

反映し、改善点を考慮するとともに、第２年次研究に取り組む。 
第１年次の成果をさらに発展させ、教育指導に必要な ICT 活用能力を教員自身が主体的にし

かも確実に身につけることができる研修を試行する。研修成果を効果的に上げるために、教員

個々の能力を的確に把握できる研修評価方法を確立・充実させる。その背景にある教員の指導

力を高める学校全体の人的・物的な環境を整備することは重要な課題であり、その調査結果を

反映させて、学校の ICT 環境力を評価するための規準表・基準表の一次案を策定する。 
 

１．３．３ 第３年次（平成 21 年度）の実施概要（予定） 

第２年次で ICT 活用指導力に関する研修プロセスおよび評価プロセスは確立するが、第３年

次の最終年度は、ICT 指導力と ICT 環境力に関する統合規準・基準を確立する。つまり、ICT

活用指導力と ICT 環境力の両輪で ICT 活用指導力による児童生徒の指導を充実させることにあ

る。さらに、実践評価として ICT 環境力の全国調査を実施し、調査結果を分析するとともに教

員の ICT 活用指導力レベル認定及び学校の ICT 環境力認証の枠組みを提案する。 

 

１．４ 調査研究事業の活動に当たって 

１．４．１ 調査研究の背景および問題意識 

本事業を実施するに当たり、その背景と問題意識等をどう捉え、過去２年間の自主研究で培

ってきた研究成果を活かし、これらの問題を解決する糸口あるいは方策を考えてみたい。 

今日、世界ではネットワークの積極的な活用に対して、行政・政治・社会生活面での積極的

な取り組みが行われており、その影響は教育にも及んでいる。一方、日本の教育面においては、

教育の情報化や IT 人材の育成が推進されており、教育現場での主体的対応が望まれている。し

かし、学校現場では、インフラ環境の整備は、かなりの部分で充実してきてはいるものの、現

実には整備されたインフラ環境を十分に活用できる状況には至っていないのが現状である。特

に顕著なのは、①教員の ICT スキル不足、②進まぬ普通の教科での ICT 活用、③ソフトウェア・

コンテンツの整備の遅れ、④多様な学習ニーズへの対応不足、⑤教職員の事務情報化の遅れ、

などである。 

それらに対する解決方策として、次のような課題が指摘されている。 

例えば、 

（１）教員の ICT スキルの向上については、資格認定、教員の ICT スキルマップの作成、研修

内容の標準化、単位制の検討、教育実習への ICT 活用の必修化、ｅラーニング導入促進な

どの課題。 

（２）進まぬ普通の教科での ICT 活用については、普通の教科での ICT 活用と ICT 環境の整備、

いつでも使えるソフトウェア環境の形成、地域教育センターの設置、教育情報化コーディ

ネータの活用、ICT 資格の制度化などの課題。 

（３）ソフトウェア整備の遅れについては、有料コンテンツの流通、地方自治体におけるコン
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テンツの購入形態の検討などの課題。 

（４）多様な学習ニーズへの対応不足については、モバイルの教育利用、複式学級・院内学級

などにおけるｅラーニングの活用など数多くの課題。 

（５）学校事務(校務・教務)の情報化の推進については、学校事務標準仕様の策定、学校事務

法制面の整備、事務用コンピュータの配備、セキュリティ対策、学校向け情報システムの

整備などの課題。 

これらの諸課題を解決する能力を持った教員を育成することが今日の教育界に強く要請され

る。翻って学校現場の現実を見ると、全国規模や地域ごとに学校ぐるみの ICT 活用指導力研修

が実施されているものの、期待されるような目に見える成果はあがっているとはいえないであ

ろう。なぜであろうか？学校現場で ICT を活用することは何を意味するか、教員の仕事は何か

を捉えることが大切である。つまり、教員は、子どもたちが社会（国際社会・国内社会）に旅

立ったとき、一人の人間としてどのように生きていくかの自立力や学力を育成する使命がある。

そのことを有効に活用できる道具の一つに ICT があるといえる。これは世界の趨勢である。ICT

活用力は教員にも必要であるし、子どもたちにも必要である。教員が授業での ICT 活用した指

導する場合、また、子どもたちに ICT 活用力を身につけさせる場合、どんな指導力を養う必要

があるかの規準や基準がなければならないのは必然であろう。そのために ICT の活用能力の規

準・基準を明確にして、それに基づく研修カリキュラムとテキストを開発し、実効の上がる研

修を実施することが必要である。さらにこの研修を受けた教員が学校に戻ったときに力を発揮

できるマネージメントレベルの組織力、つまり学校 ICT 環境力が重要になると考える。 

教員の ICT スキルを高める研修のあり方で指摘された ICT スキル向上策のみならず、普通の

教科における ICT 環境の整備能力やその有効活用能力、学習者の特性に応じて多様なコンテン

ツを適切に活用する能力、多様な学習形態に対応したｅラーニングの活用能力、モバイルの教

育利用能力、ICT の活用を支援する仕組みを整備する活動に取り組む能力、コーディネータの

質を評価する能力、地域社会や産業界からの支援を獲得する能力など、これらのネットワーク

学習社会における ICT 活用を効果的に実現する新しい指導者の育成も必要となってきている。 

 

１．４．２ 事業の先導性および実用性、新規性等の特徴 

本調査研究事業は、教員の ICT 活用指導力に着目し、この指導力を向上させるために、ICT

活用指導力の枠組みを確立させるとともに、それに基づく研修の有効性と強化・評価法を確立

することにある。さらに、その指導力の向上と実践を支えるインフラ、組織、マネージメント

等の充実、つまり、ICT 環境力を整備することにある。このように教員の ICT 活用指導力の向

上と学校の ICT 環境力の整備についての両輪で児童生徒の指導を強化・充実させることが重要

であると考える。 

（１）文部科学省から公表された「教員の ICT 活用指導力の基準」（チェックリスト）と本事業

で開発する ICT 活用にかかわる規準・基準（教員の ICT 活用指導力規準表・基準表）との

対応を図り、新たに研修に活用する形成的評価法（研修のチェックリスト等）を開発する。 

（２）教員個々の ICT 活用指導力向上研修の評価を測るだけではなく、学校全体の学校 ICT 環

境力を測る規準・基準を構築する。 

（３）「ICT 活用指導力」（教員個人）と「ICT 環境力」（学校）を統合した規準・基準による児

童生徒指導への学校の総合力を評価する仕組みの枠組みを提案する。 
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１．４．３ 事業の普遍性および普及可能性、妥当性 

本調査研究事業において、教員がICTを活用した授業を展開するために、ICT活用指導力を向

上させることに重点を置いた研修を実践できるようにした。そのためには、教員のICT活用指導

力の枠組み（フレームワーク）や位置付けが明らかに見えるようにする必要がある。このこと

が「教員のICT活用指導力規準表・基準表」を開発するきっかけになっている。この規準表は時

代とともに変化する可能性があるが、その時代時代に合った普遍的なものといえる。また、ICT

活用指導力を養うための教員の指針にするためにも、文科省のチェックリストと規準表は両輪

で普及させていかなければならないと考える。さらに研修の評価を確立する研修形成的評価も

必要である。そして、教員一人一人のICT活用指導力を向上させるためには、学校におけるマネ

ージメントレベルのICT環境力を強化・充実させることが重要になってくる。 

（１）新たに作ったICT活用指導力規準表・基準表に従って評価することにより、研修の位置付

けやICT指導力向上への道筋が明確になる。 

（２）多様な評価対象に適応する研修ユニット（研修パッケージ）を開発する。 

（３）研修実施における事前･事後の評価による研修の妥当性を検証するともに、研修の形成的

評価法を開発する。 

 

１．４．４ 研修の効果測定 

研修の効果を評価するためには、形成的評価法を確立する必要がある。そのためには評価に

結びつく測定法を確立することが重要である。この測定には、定性的測定（アナログ）と定量

的測定（デジタル）で研修の効果を測る必要がある。第１年次は、従来どおりのアンケートに

よる定性的測定でしか研修の評価ができなかった。第２年次は、定性的評価を充実させるとと

もに定量的測定も取り入れて、研修の有効性を評価する評価法と測定の仕組みを検討・開発す

る必要があると考える。 

（１）文部科学省「教員のICT活用指導力の基準」（チェックリスト）と第１年次に開発した「

先生のICT活用指導力規準表」を統合して作成した評価項目によるICT活用能力の分析 

具体的には、研修テキストや教材等の活用について、追跡調査方法と効果測定ができる

Web サイトの仕組みが必要になる。 

（２）教員に対するアンケートによる、研修方法、研修コース、研修内容、研修テキスト等の

調査・分析 

具体的には、研修実施後の評価（直後、一定期間経過後）、研修の成果の蓄積・管理、学

校向け評価（学校 ICT 環境力の評価）などの仕組みが必要になる。 

（３）形成的評価（自己評価、他者評価、総合評価、テスト、レポート等）による評価 

具体的には、受講者への研修受講状況の通知、形成的評価などの仕組みが必要になる。 

 

１．５ 事業の実施内容 

教員の評価基準の作成については、自主研究において 2 年間にわたり研究を重ね、平成 17

年度末に「教員の ICT 活用能力規準表」（規準表）を開発し、翌平成 18 年度初めに「教員の ICT

活用能力基準表」（基準表）を開発した。「規準表」では ICT 活用能力の目標を示し、「基準表」

ではその具体的な ICT 活用能力内容を示した。さらに、研修カリキュラムの開発を進め、平成

17 年度末に 26 の研修案、5 コースのカリキュラムの開発とテキストの制作、試行的な研修を実

施し、その効果や課題を明らかにした。 
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そこで、本調査研究では、過去２年間の実績と成果を活かし、３年計画で教員の ICT 活用指

導力が向上できるように研修の実践と教員の ICT 活用指導力向上を支える学校 ICT 環境力の充

実を目標とした。 

 

１．５．１ 第１年次（平成 19 年度）の実施内容（実績） 

第１年次(平成 19 年度)は、文部科学省の｢教員の ICT 活用指導力の基準｣（チェックリスト）

を基本にして、「教員の ICT 活用指導力規準表」（規準表）（※１）を策定し、「教員の ICT 活用

指導力基準表」（基準表）（※２）を検討した。さらに、チェックリストと規準表との対応をと

った上で、既開発の研修テキストと評価基準に準じた研修内容を検討し、研修を試行した。 

（１）教員の ICT 活用指導力規準表の開発 

現在の世の中の状況にに合わせて、文部科学省のチェックリストの大項目・中項目と整

合を図り、「教員の ICT 活用能力規準表」（2005 年度、JAPET 版）を大幅に見直し、「教員の

ICT 活用指導力規準表」（規準表）として新訂した。この規準表は、研修テキストに掲載す

るとともにジャバラ版ハンドブックも作成した。このハンドブックは、教員が常時携帯し、

ICT 活用指導力を常に確認できるようにした。 

（２）研修テキストの開発 

自主研究で開発した研修テキストのように研修の流れを意識させるようになっているた

め、研修指導者による指導の流れを型に嵌めてしまうことになる。そのため、あまり流れ

を意識せずに章節ごとに独立させ、パッケージングにしたテキスト(研修項目 29 講)を検討

し開発した。テキストの内容は、文部科学省のチェックリストの５つのカテゴリ（大項目

Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）をベースにして、規準表との対応をとり、ICT 活用指導力を向上さ

せることに重点を置いて記述している。 

（３）研修の試行及び実施 

調査研究委員会委員が在籍する地域の教育委員会・学校の協力を得て、仮印刷版研修テ

キストを使って研修試行した（５地域６小学校）。また、研修試行で受講者からのアンケー

トによる意見を検討・反映した最終版研修テキストを使って、尼崎市教育委員会尼崎市立

教育総合センターの協力を得て、尼崎市近隣の教員を対象に研修会を実施した。これらの

研修の試行・実施を通して、テキストの評価、研修方法の評価、研修結果の効果について

もアンケートによる評価を行った。テキスト及び研修の効果について、６～８割程度の受

講者から良い評価を得た。 

（４）研修の効果・評価の実施 

過去の自主研究において、研修の評価方法は次の２点に着目して検討していた。 

①知識は、確認テスト（Ｗｅｂ化）により評価し、知識の定着状況を把握する。 

②技能（スキル）は、演習・実習を通して指導者が評価観点に基づいて受講者個人又

はグループの技能レベルを評価する。 

さらに、評価方法として、だれが評価するか、どんな評価をするか、どういう観点で評

価するかを明確にし、６つの評価法（自己評価、他者評価、総合評価、確認テストによる

評価、制作物による評価、レポートによる評価）を検討してきた。第１年次は、研修テキ

ストの大項目の達成度を自己診断で評価するアンケート形式による評価のみを実施した。 

チェックリストによる研修前後の自己評価も実施した。評価点（１～４点）は平均 0.2

～0.3 ポイント向上していた。このことからも、第三者による評価ではなくしかも定性的



7 

評価（自己診断）であるが、研修による効果が上がっていることが分かった。 

（５）学校 ICT 環境力の調査・分析 

研修試行時のアンケート調査を利用して、「学校 ICT 環境力」（※３）の項目についても、

自由記述により調査した。校内外のサポート体制の必要性や組織的な活動できる仕組みづ

くりについての意見が多かった。このアンケートの分析結果は、第２年次の学校 ICT 環境

力基準表の開発への足がかりになると考えられる。 

 

（※１）教員の ICT 活用指導力規準表（のりじゅん）とは、教員に求められる ICT 活用指導力

全体を概括し、保有してほしい ICT 活用指導力レベル（知識とスキル）を個々の能力領域

別に定義したもの（ICT 活用指導力の全体像）である。なお、自主研究では「指導力」を

「能力」としていたが、文部科学省のチェックリストの言葉に合わせて、「指導力」とした。 

端的に言えば、規準表は「What」や「戦略」などをイメージすると理解しやすい。 

（※２）教員の ICT 活用指導力基準表（もとじゅん）とは、教員の ICT 活用指導力規準表に基

づいて個々の能力領域別にさらにブレイクダウンし、教員に達成してほしい具体的な目標

を明確に定義したもの（ICT 活用指導力の具体的な達成目標）である。 

端的にいえば、基準表は「How」や「戦術」などをイメージすると理解しやすい。 
（※３）学校 ICT 環境力とは、個々の ICT 活用指導力を高めるために必要なインフラ、組織、

マネージメント、専門家や保護者との連携などの学校総合力を意味する。 

 

１．５．２ 第２年次（平成 20 年度）の実施内容（予定） 

次に、上記の第１年次(平成 19 年度)の成果を踏まえ、第２年次（平成 20 年度）の実施内容

を概観する。 

第２年次は、第１年次に十分研究できなかった評価方法を新たに開発するとともに教員個々

の ICT 活用能力を客観的に測る評価方法の仕組みを検討し、開発する必要があると考える。そ

の評価方法については、形成的評価法を実現できるように仕組みを検討する。そのためには、

従来よく行われていたアンケートによる自己評価だけでは、第三者による客観的な評価などを

行わないと本来のより正しい評価に繋がらないと考え、後述（５）の６種類の評価を検討する。

また、具体的な授業場面で正しい ICT 機器の活用方法を指導することも必要である。さらに、

チェックリストによる研修効果の向上に加えて、研修終了後に受講者による模擬授業を実施し、

その中で ICT 活用能力を評価することも必要である。具体的には、次の事項についての調査研

究を行う予定である。 

（１）教員の ICT 活用指導力規準表の見直し 

「教員の ICT 活用指導力の基準」（チェックリスト）に含まれる指導力と第１年次に開発

した「教員の ICT 活用指導力規準表」との整合性を再度見直す。さらに、第１年次の研修

試行結果をフィードバックさせ、規準内容を改訂する。 

（２）教員の ICT 活用指導力基準表の作成 

規準表をベースにして、ICT 活用指導力の具体的目標を洗い出し、基準表を作成する。 

（３）研修カリキュラムの作成及び研修テキストの新訂 

自主研究で検討・作成した研修案（開発済み基礎的研修カリキュラム 26 コース）を参考

にして、研修パッケージ化した研修カリキュラムを検討・作成する。研修パッケージとして

使えるように第１年次に開発したテキストを見直し、新訂する。 
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（４）研修の実施 

研修は、出前型研修と自立型研修の２パターンで実施する。出前型研修は調査研究委員

会委員が講師となって、協力地域に出かけて実施する研修である。自立型研修は協力地域

で講師を立てて自前で実施する研修である。講師の指導や講師からの相談に対しては調査

研究委員会委員が協力する。この研修の最終目標は多くの地域で自立型研修が自前ででき

ることにある。そのために研修カリキュラム、研修テキスト、研修マニュアルを整備し、

最終的には自立型研修ができるようにする。 
（５）研修の形成的評価法の開発 

研修の評価は、形成的評価法を検討する。「教員の ICT 活用指導力の基準」（チェックリ

スト）と第２年次に開発する「教員の ICT 活用指導力基準表」に準拠した評価方法を開発

する。この評価方法は、①自己評価、②他者評価、③総合評価、④ＷＢＴによる評価、⑤

受講者の制作物による評価、⑥受講者のレポートによる評価、などの形成的評価法による

評価である。 

（６）評価方法の確認 

上記（４）に準じた研修を実施し、（５）の評価方法を確認する。 

（７）評価方法の改善と定着 

（４）～（６）を繰り返すことで評価方法の改善と定着を行う。 

（８）学校 ICT 環境力の検討 

教員の ICT 活用指導力向上に最も影響するであろう ICT 環境力の基準表の一次案を策定

する。 

（９）学校のＩＣＴ活用指導力の測定方法の検討 

第２年次以降、（４）～（６）の研究結果を踏まえて、学校全体の ICT 活用指導力を測る

方法を研究し、継続する。 

 

１．５．３ 第３年次（平成 20 年度）の実施内容（予定） 

第３年次は、主に次の点を重点に実施し、成果の集大成を図る。 

①教員ICT活用指導力と学校ICT環境力の相関性を分析し、統合規準及び基準を作成する 

②研修実施地域においてICT学校環境力を上記基準に基づいて検証する 

詳細には、下記の内容を実施する。 

（１）学校のICT環境力基準表の策定 

（２）学校のICT環境力と教員のICT活用指導力規準・基準表と連動した研修カリキュラムの策

定・研修マニュアル（正式版）の作成および自立型研修の実施 

（３）ICT指導力評価法の確立とそれを用いた研修の実施 

（４）研修用Webサイトの充実 

(a) 研修自己評価、教材、学校ICT環境力研修教材など 

(b) 形成的評価の仕組みの完成 

(c) 研修状況通知の仕組みの完成 

(d) 追跡調査の仕組みの完成 

(e) 研修成果の蓄積・管理の仕組みの完成 

指導主事、社会教育主事、教育情報化コーディネータ、スクールリーダ、学校経営者等、

ICT活用に関わる異なった立場の教育関係者に成果を公開し、利用の拡大と普及を進める。 
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１．６ アウトプットの作成上の留意点 

本事業で最も重要なアウトプットについて、次に記述する点を留意し、作成した。 
 

１．６．１ 教員の ICT 活用指導力規準表 

（１）文部科学省「教員の ICT 活用指導力の基準」（チェックリスト）と整合を図る。 

（２）過去２年間の研究成果を大きく崩さない。 

規準表は、領域の大項目を６とする。領域の中項目は、チェックリストと整合を図り、

２～５項目（第１年次では２２項目）とする。 

①大項目 １  「教育の情報化」の推進 （中項目 １～４） 

②大項目 ２  情報教育        （中項目 １～４） 

③大項目 ３  ICT を活用した授業   （中項目 １～５） 

④大項目 ４  情報モラル       （中項目 １～３） 

⑤大項目 ５  校務の情報化      （中項目 １～４） 

⑥大項目 ６  ICT 活用スキル     （中項目 １～２） 

（３）レベルは、教員の ICT 活用指導力の成熟度ごとに規準を設定する。 

①レベルＡ  大学生・新任教員（基礎的な知識とともに授業を実践できる） 

②レベルＢ  一般教員（効果的な授業が実践できる） 

③レベルＣ  ICT リーダー教員（校内で指導・推進ができる） 

④レベルＤ  指導主事（地域で指導・推進ができる） 

（４）規準表の構成は、表１－１のような領域（大項目・中項目の行）とレベル（Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄの列）によるマトリクス表とする。 
 

表１－１ 規準表の構成 

領域 レベルＡ レベルＢ レベルＣ レベルＤ 

大項目 中項目 大学生・新任教師 一般教員 ICT リーダー 指導主事 

１ １～４     

２ １～４     

３ １～５     

４ １～３     

５ １～４     

６ １～２     
 

（５）規準内容は、チェックリストの中項目の内容と整合を図り、文言を定義する。 

（６）基準内容に対するコード体系は、規準表の領域（大項目・中項目の番号）とレベル（Ａ、

Ｂ、Ｃ、Ｄ）を使ってコード化し、図１－２の記述のように表現することとする。 
 

 

規準コード ｄ－ｃ－ｒ－ｎ 
 

ｄ ： 大項目の番号（１～６）を表す。 
ｃ ： 中項目の番号（１～５）を表す。 
ｒ ： レベル（Ａ～Ｄ）を表す。 
ｎ ： 規準内容の番号（①～④）を表す。 

 

たとえば、基準コード：３－１－Ｂ－① 
３：大項目３（ICT を活用した授業） 
１：中項目１（授業設計） 
Ｂ：レベルＢ（一般教員:効果的な授業が実践できる） 
①：規準内容「ICT 活用授業の教育の高さを実感し，その利点を活かした授業の指導計

画を立案できる。」 

規準の内容 

図１－２ 規準コード 
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１．６．２ 教員の ICT 活用指導力基準表 

（１）規準表の規準内容を具体的学習目標にブレイクダウンする。 

（２）研修テキストの研修項目に記述されている「この項目のねらい」の内容を参考として、

テキストの説明文章の中から具体的学習目標とする文言を定義する。 

（３）基準内容は、文部科学省：チェックリストの中項目の内容と整合を図りながら、研修テ

キストの「規準表との対応」の規準内容にも整合する具体的学習目標とする文言を定義す

る。 

（４）基準表の基準コード及び基準内容、基準表の構成は、規準表に準じるものとする。 

 

１．６．３ 研修カリキュラム 

（１）自主事業の表１－２の研修案（26 コース）を参考とする。 

 

表１－２ 研修案一覧（2006 年度版、自主研究） 

No. 研修案 研修タイトル 

1 著作権Ｂ 学校での著作権入門 

2 セキュリティポリシーＢ 学校で扱う情報を整理してみよう 

3 セキュリティポリシーＣ （未完成） 

4 情報モラル 情報モラルの指導を考えよう 

5 ネットワーク活用入門 使って便利、校内ネットワーク 

6 ネットワーク活用Ｃ ネットワーク活用中級  （未完成） 

7 プレゼン 授業上手はプレゼン上手 

8 教材作成 授業をパワーアップする教材作成（静止画コース） 

9 データ処理 パソコン使って楽々集計 

10 教員室ネットワーク 職員室内 LAN で，みんななかよし 

11 教材作成 授業をパワーアップする教材作成（動画コース） 

12 ＩＣＴ活用授業１ 簡易テレビ会議システムで広げようコミュニケーショ

ンの輪 

13 ＩＣＴ活用授業２ 簡易テレビ会議システムで広げようコミュニケーショ

ンの輪（セッティング編） 

14 成績処理１ みんなが使える成績処理シートを作成しよう 

15 成績処理２ 個別指導に活かす成績処理 

16 教材作成１ 10 分使うデジタル教材づくり１ 

17 教材作成２ 10 分使うデジタル教材づくり２ 

18 校務処理１ 安全・安心校務処理 

19 校務処理２ 使える名簿、使えない名簿 

20 情報モラル・セキュリティ どんなときに学校から個人情報が漏れるのか？（ＷＳ）

21 模擬授業・授業評価 模擬授業で授業力アップ！ 

22 ＨＰ作成１ 「学校ホームページ」って何の役に立つの？１ 

23 ＨＰ作成２ 「学校ホームページ」って何の役に立つの？２ 

24 セキュリティ 今すぐできる、学校情報セキュリティ 

25 教材作成（ＤＶＤ） だれでもできる簡単ビデオ教材(未完成) 

26 校内研修 （未完成） 

※上表の    はテキストを作成した。No.8：教材作成（静止画コース）と No.10：教

材作成（動画コース）は印刷し、研修を実施した。 
 

（２）研修カリキュラムは、広義には、研修実施地域の教育委員会や学校の研修活動の計画書
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である。規準表に準拠して、新任教員が ICT 活用指導力を向上させて、ICT リーダー教員

が必要とする力を身につけるための研修実施プロセス表として記述する。受講者あるいは

学習者は ICT 活用指導力の学習目標に到達するための道筋を理解することができる。研修

カリキュラムは、一般的に、研修目標を達成するために研修活動全体を表すといわれてい

るが、具体的には、研修の目標、研修内容、研修計画、研修方法、研修教材、研修評価な

どの一連の研修活動である。 

一方、狭義には、ICT 活用指導力研修の各研修項目単位の研修設計でもある。 

研修カリキュラムにおいても、教育の三要素といわれている目標、方略、評価は重要で

あり、研修すべき内容が研修終了時に期待される達成目標や成果に結びつくもの（量と質）

になるように立案することは特に重要である。 

（３）自立型研修を導入する地域で研修カリキュラムの立案に役に立つもモデルカリキュラム

を作成する必要がある。 

 

１．６．４ 研修テキスト 

（１）文部科学省の「教員の ICT 活用指導力の規準」（チェックリスト）の５つのカテゴリー（大

項目Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ）をベースとする。 

（２）チェックリストの 18 のチェック項目の内容が十分含まれる研修項目を検討する。 

（３）一つ一つの研修項目は、密接な関連を持たせず、独立して研修できる内容にする。 

（４）「教員の ICT 活用指導力規準表」（規準表）との対応を規準コードで取り、関連付ける。 

（５）研修項目には、必ず「この項目のねらい」を記述する。 

（６）研修項目の記述内容の中に、「教員の ICT 活用指導力基準表」（基準表）の基準内容（具

体的な学習目標）が分かるような表現をとるかあるいは具体的な学習項目の項目立ての中

に集約して表現する。 

（７）自主事業で開発した研修テキスト「先生のための ICT 活用スキルアップ」を参考とする。

このテキストは、教材作成１「授業をパワーアップする教材作成」（動画コース）と教材作

成２「授業をパワーアップする教材作成」（静止画コース）の２コースを印刷製本した。 

（８）研修項目の中で ICT 機器や ICT 関連ソフトは特定のメーカーに依存しない表現にする。 

（９）文字は、必要最小限にとどめる。 

（10）絵（イラスト）や写真をできるだけ多くする。 

（11）参考とした教材、イラスト、写真、Web サイトなどは、著作者の了承を得ることする。

特に、写真は肖像権や個人情報保護の関係もあり、イラストにするようにする。また参考

Web サイトや参考資料などはは、出典を明らかにするだけでなく、著作者の了承を取るこ

ととする。 

 

１．６．５ 研修の形成的評価法 

（１）自主研究で検討した研修の評価方法については、次の２つの考え方を基本として、研修

の評価を検討する。 

①実習については、講師が評価観点に基づいて個人またはグループの技能を評価する。 

②知識の定着状況については、確認テスト問題により Web サイトを通して評価する。 

（２）研修受講者の評価方法は、自主研究で表１－３のとおり６つの評価を検討してきた。だ

れが評価するか、どういう評価をするか、どういう観点で評価するかを明確にしてきた。



12 

この考え方を踏襲し、より具体的な評価方法を検討する。 
 

表１－３ ６つの評価方法 

評 価 方 法 評価者 留 意 点 

１ 自己評価 自己 評価観点を必ず作成する。（アンケート） 

２ 他者評価 他者 評価観点を必ず作成する。 

３ 総合評価 講師 評価観点を必ず作成する。 

４ 確認テスト（ＷＢＴ） ＷＢＴ テスト問題を作成する。 

５ 制作物 講師 課題問題を作成する。見本が必要である。 

６ レポート 講師 評価観点を作成する。 
 

(a) 自己評価 

自己評価は、文部科学省で公表した「教員のＩＣＴ活用指導力のチェックリスト」

を使って、研修の事前事後で評価する。 

(b) 他者評価 

受講者本人による発表・制作物等について、他者が評価できるような仕掛けを

検討する。 

(c) 総合評価 

講師やアシスタント（研修支援）が、受講者の発表や制作物、レポートなどを

総合的に判断して評価する。 

(d) 確認テスト（ＷＢＴ） 

受講者が自己確認テストを行い、研修による身に付いた知識を自分で確認でき

る仕組みを検討する。 

このテストは、たとえば、表１－４のような形式を検討する。 
 

表１－４ 自己確認テストの形式 

問題に対する選択内容 
目標 問題 正解 解答 

選択１ 選択２ 選択３ 選択４ 選択５

         

         

         
 

問題表作成に当たっては、次の点を考慮しておく。 

①テスト問題は、上記のように正解を必ず付けておく。 

②複数選択の問題もあってもよい。 

③記述式の問題があってもよい。→文字入力を可能とする。 

(e) 制作物 

受講者が実習等で作成した制作物について、講師が評価する留意点やポイント

を検討しておく。 

(f) レポート 

受講者が研修で作成したレポートについて、講師が評価する留意点やポイント

を検討しておく。 

（３）研修の形成的評価法は、表１－３に示す６つの評価法などを検討するとともに、Web に

よる評価の仕組みや仕掛けを検討する。 
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１．６．６ 研修用 Web サイト 

ICT 研修 Web サイトマップとして、次のページを検討する。 

（１）最新ニュース 

（２）ICT 研修ニュース 

（３）研修用 Web テキスト 

(a) ダウンロード用 PDF ファイル 

(b) 画面で身に付く ICT 活用指導力（音声解説一覧、ビデオ教材一覧） 

（４）研修の形成的評価 

①自己評価   ②他者評価   ③総合評価   ④Web による自己確認テスト 

⑤制作物による評価   ⑥レポートによる評価 

（５）ICT 活用指導力確認チェック 

①自己研修メニュー   ②あなたの ICT 活用指導力は？ 

③受講者への研修状況通知（たとえば、パソコンまたは携帯電話等） 

④文部科学省「教員の ICT 活用指導力の基準」（18 項目のチェックリスト） 

⑤研修教材一覧   ⑥研修リンク集 

（６）校内研修資料室 

①校内研修用プレゼン資料   ②校内研修例（進め方のヒント） 

③校内研修リンク集   ④講師紹介（近隣の講師を紹介します） 

（７）研修教材 

（８）ICT 活用Ｑ&Ａ 

（９）ICT 活用実践事例 

（10）教員の ICT 活用指導力規準表・基準表 

（11）研修アンケート集計 

（12）学校 ICT 環境力 

①学校 ICT 環境力基準表   ②学校ＩＣＴ環境力チェックリスト 

③校長の役割   ④ICT リーダーの仕事 

（13）調査研究 

①研究の概要   ②研究の経緯   ③学校 ICT 環境力の調査結果 

 

１．６．７ 研修マニュアル 

(a) 研修テキスト（受講者用）をベースにして、指導者が指導する場合の留意点やポイン

トを指導書として作成する。この指導書は図１－３のようなイメージでまとめる。 

(b) 自立型研修が可能になる内容にする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回りの空白を利用して、赤い字などで

指導者用に解説を加える。（指導書） 

指指導導者者用用テテキキスストト（（指指導導書書：：AA44））  

受受講講者者用用テテキキスストト（（BB55））  受受講講者者用用テテキキスストト（（BB55））

 

図１－３ 指導者用テキスト（指導書）のイメージ 
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１．７ 事業の推進体制 

本事業の目的と目標を完遂するために、図１－４の実施体制を組んで実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１－４ 事業の実施体制 

 

１．７．１ 事業実行上の役割分担 

事業を実行し、推進するための役割分担は、次に示すとおりである。 

（１）事業全体の統括 

調査研究委員会の委員長及び事務局（JAPET）が担い、作業進行状況等を文部科学省（初

等中等教育参事官（産業教育・情報教育担当）付に報告する。 

（２）調査研究委員会（全体会） 

調査研究委員会は、本事業全体の目的及び目標を遂行するための決定・評価・承認の役

割を担うが、教員の ICT 活用指導力を向上させるための研修を開発することが大きな任務

を持っている。この任務を遂行するために委員会の下部に２つのワーキンググループ（Ｗ

Ｇ）を設置し、規準表の検討作業、研修テキストの執筆作業、研修テキストの査読作業等

を進めていく。ＷＧのメンバーは、調査研究委員会の委員が兼務する。 

(a) 委員会委員構成 ： 過去の自主事業に参加したメンバーを中心とした委員及び新

たに参画した大学、教育委員会、小中高の現場の先生 

(b) 主な検討内容 

①調査研究の実施内容・実施方法の検討・確認 

②調査研究の最終的な整理・まとめ 

③第１年次事業の評価・課題 

④第２年次の事業計画の検討 

(c) 会議開催回数 ： ３回 

（３）ＷＧ１（規準表作成ＷＧ） 

文部科学省のチェックリストとの整合を図るように検討するとともに、過去の自主事業

ICT 研修調査研究委員会 

全体会(１３名) 

規準表作成ＷＧ 

ＷＧ１(１３名) 

研修テキスト作成ＷＧ

ＷＧ２(１３名) 

 

原 委員長(調査研究委員会)

 
教育情報化推進協議会

事務局 
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で作成した規準表を見直し、新しく規準表を作成する役割を持つ。 

(a) ＷＧ委員構成 ： 調査研究委員会委員長をグループ長とし、調査研究委員会委員が

兼務する。 

(b) 作業内容 

①文部科学省のチェックリストの大項目と規準表の大項目との照合 

②規準表の大項目の検討・確定 

③規準表の中項目の検討・確定 

④規準表の基準内容の検討・確定（レベルＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

(c) ＷＧ開催回数 ： ６回（臨時会議２回を含む） 

（４）ＷＧ２（研修テキスト作成ＷＧ） 

研修テキストのアウトプットの作成上の留意点で述べたように、文部科学省のチェック

リストをベースにした研修テキストを作成する役割を持つ。さらに「教員の ICT 活用指導

力規準表」との対応をとらせ、精査する役割も持つ。 

(a) ＷＧ委員構成 ： 調査研究委員会委員長をグループ長とし、調査研究委員会委員が

兼務する。 

(b) 作業内容 

①文部科学省のチェックリストの大項目に基づく研修項目の検討・確定 

②研修大項目別の研修項目内の目次案の検討・確定 

③研修項目別の「研修のねらい」と「規準表との対応」の検討・確定 

④テキスト編集内容の査読 

(c) ＷＧ開催回数 ： １３回 

 

１．７．２ 調査研究委員会の委員構成 

本事業は、前述の委員会の役割を果たすために、次の組織と実施体制で実施した。 

（１）ICT 研修調査研究委員会（委員会）の委員構成（１３名） 

表１－５ 検討委員会の委員一覧 

No. 役割 委員名 所   属 

1 委員長 原  克彦 目白大学 教授 

2 委員 伊藤 剛和 奈良教育大学 准教授 

3 委員 稲葉 弘和 京都市教育委員会情報化推進総合センター 指導主事 

4 委員 井部 良一 川崎市総合教育センター 情報・視聴覚センター 指導主事

5 委員 今泉 英樹 茨城県石岡市立関川小学校 教諭 

6 委員 川上 教夫 徳島県立総合教育センター 情報教育課 指導主事 

7 委員 川口 賢志 大阪府立島本高等学校 教諭 

8 委員 坪田 城達 兵庫県川西市立北陵小学校 教諭 

9 委員 古井 順子 兵庫県小野市立小野中学校 教諭 

10 委員 堀  博文 兵庫県丹波市教育委員会 指導主事 

11 委員 皆川  武 目白大学 専任講師 

12 委員 米田  浩 尼崎市教育委員会 尼崎市立教育総合センター 係長 

13 委員 三枝  勲 株式会社 JMC エデュケーションズ ICT 第２事業部 課長 

14 編集者 渡辺 紳一 編集工房「白鷺」 

15 事務局 宮原 克彦 教育情報化推進協議会 

16 事務局 田中  修 教育情報化推進協議会 
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１．８ 事業の実施経過 

本事業における会議及びＷＧ等の開催回数は、次のとおりであった。 

(a) 調査研究委員会開催回数     3 回 

(b) ＷＧ開催回数         19 回（臨時会議を含む） 

(c) 研修の試行           7 回 

(d) 解説書の録音          7 回（事前打合せを含む） 

本事業の実施内容及び実施経過は、表１－６のとおりである。 
 

表１－６ 事業実施経過一覧表（会議等開催日程順） 

日程 会議名等 場所 議事及び実施内容 

7 月 31 日 

(火) 

第１回 

調査研究委員会 

(全体会) 

JAPET 会議室 ①ICT 活用指導力向上研修事業の実施計画内

容の確認 

（キックオフミーティング） 

8 月 24 日 

(金) 

第２回 

調査研究委員会 

(全体会) 

(株)ジャパンライフ 

新大阪丸ビル本館 

510 号室 

①教員のICT活用規準表の精査及び海外事例

の調査 

②今後の作業スケジュール 

③ＷＧの構成 

ＷＧ１（規準表見直しＷＧ） 

ＷＧ２（研修テキスト作成ＷＧ） 

ＷＧ３（学校環境力調査ＷＧ） 

9 月 15 日 

(土) 

第１回ＷＧ１ 

規準表作成ＷＧ 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①大項目の見直し 

文部科学省「教員の ICT 活用指導力の基

準」、「情報モラル指導モデルカリキュラム」

との整合性をとる 

9 月 16 日 

(日) 

第２回ＷＧ１ 

規準表作成ＷＧ 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①見直した大項目（６項目）の下位レベルの

中項目の見直し 

9 月 29 日 

(土) 

第３回ＷＧ１ 

規準表作成ＷＧ 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①規準表のレベル毎の内容の見直し 

 

9 月 29 日 

(土) 

第１回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①研修テキスト目次案検討 

チェックリスト大項目Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ

の１８項目を参照し、目次案を検討 

9 月 30 日 

(日) 

第４回ＷＧ１ 

規準表作成ＷＧ 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①文部科学省「教員の ICT 活用指導力の規準」

と「情報モラル指導モデルカリキュラム」

の整合による規準表の見直し 

9 月 30 日 

(日) 

第２回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①研修テキスト目次案に基づく内容の検討 

②原稿執筆の分担および注意事項、研修イメ

ージの共通認識 

③原稿執筆スケジュールの検討・確定 

10月 14日 

(日) 

第３回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関東地区) 

JAPET 会議室 ①研修テキスト目次案に基づく内容のブレ

イクダウン 

②テキストのイメージおよびテキストのま

とめ方の検討 

10月 21日 

(日) 

第４回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関西地区) 

(株)ジャパンライフ 

新大阪丸ビル 

新館 304 号室 

①研修テキスト目次案に基づく執筆原稿の

説明および査読 

②テキストのサンプルの説明および議論 
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10月 29日 

(月) 

第１回ＷＧ１ 

規準表作成ＷＧ 

臨時会議 

JAPET 会議室 ①規準表のレベル毎の内容全体の精査 

②大項目レベル「情報教育」「ICT 活用授業」

の小学校レベルでの見直し 

10月 30日 

(火) 

第２回ＷＧ１ 

規準表作成ＷＧ 

臨時会議 

JAPET 会議室 ①規準表のレベル毎の内容全体の精査 

②大項目「情報モラル」「校務の情報化」「ICT

活用スキル」の見直し 

11月 11日 

(日) 

第５回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関東地区) 

JAPET 会議室 ①研修テキスト目次案に基づく二次原稿の

査読作業 

②原稿査読の分担 

11月 23日 

(金) 

第６回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関東地区) 

JAPET 会議室 ①研修テキスト目次案に基づく二次原稿の

査読作業 

②研修の試行地区の列挙（７地区を検討） 

12 月 9 日 

(日) 

第７回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関東地区) 

JAPET 会議室 ①研修テキスト目次案に基づく二次原稿の

査読作業 

②編集 PDF版テキスト(バージョン４)の査読

12月 25日 

(火) 

第１回研修試行 川崎市立新作小学校 ①川崎市「ICT 活用指導力研修」 

②川崎市立新作小学校教員（20 名） 

（バージョン５のテキストのコピー版を使

用) 

12月 27日 

(日) 

研修テキストの

仮印刷（ＡとＢ） 

 編集 PDF 版テキスト（ＡとＢ、バージョン５）

の仮テキスト印刷(100 冊) 

1 月 7 日 

(月) 

第２回研修試行 京都市教育委員会 

情報化教育総合センタ

ー 

①京都市「ICT活用指導力研修」 

②京都市立西院小学校教員(30 名) 

1 月 8 日 

(火) 

第３回研修試行 川崎市立柿生小学校 ①川崎市「ICT 活用指導力研修」 

②川崎市立柿生小学校教員（20 名） 

1 月 9 日 

(水) 

第４回研修試行 兵庫県川西市立北陵小

学校 

①川西市「ICT 活用指導力研修」 

②川西市立北陵小学校教員（20 名） 

1 月 10 日 

(木) 

研修テキストの

仮印刷（ＡとＢ） 

 編集 PDF 版テキスト（ＡとＢ、バージョン５）

の仮テキスト印刷(100 冊) 

1 月 13 日 

(日) 

第８回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関西地区) 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①研修実施の報告(川崎市、京都市、川西市)

②研修テキスト／ワークシートの検討・確認

③規準表との対応の検討・確認 

④規準表の見直し 

⑤学校の ICT 環境力の調査項目の確認 

1 月 14 日 

(月) 

第９回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関東地区) 

JAPET 会議室 ①研修実施の報告(川崎市、京都市、川西市)

②研修テキスト／ワークシートの検討・確認

③規準表との対応の検討・確認 

④規準表の見直し 

⑤研修アンケートの内容の検討 

⑥学校の ICT 環境力の調査項目の確認 

1 月 15 日 

(火) 

第５回研修試行 尼崎市立名和小学校 ①尼崎市「ICT活用指導力研修」 

②新任１年目教員（35 名）のスキルアップ 

2 月 2 日 

(土) 

第 10 回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関東地区) 

JAPET 会議室 ①研修実施報告（尼崎市） 

②研修テキストの査読・確認 

③規準表の見直しの確認 

④Web サイトの内容の検討 
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2 月 3 日 

(日) 

第 11 回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関西地区) 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①研修実施報告（尼崎市） 

②研修テキストの査読・確認 

③規準表の見直しの確認 

④Web サイトの内容の検討 

2 月 4 日 

(月) 

第６回研修試行 茨城県石岡市立三村小

学校 

①石岡市「ICT活用指導力研修」 

②石岡市立三村小学校教員（15 名） 

2 月 6 日 

(水) 

第１回音声解説

録音事前打合せ 

JAPET 会議室 ①朗読担当アナウンサー（奥谷真琴）との録

音に当たっての留意点について意識合わせ

2 月 13 日 

(水) 

第２回音声解説

録音 

目白大学スタジオ ①テキストのＡ（教材研究・指導の準備・評

価）の録音 

2 月 16 日 

(土) 

はら研 尼崎市教育委員会 

尼崎市立教育総合セン

ター 

①はら研(原先生の研究会)の協力作業 

②テキスト査読及び ICT 環境力項目の洗い出

し 

2 月 17 日 

(日) 

第 12 回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関東地区) 

JAPET 会議室 ①研修テキスト及び規準表の確認 

②Web サイトマップ及び音声・ビデオサンプ

ルデータの検討 

 

2 月 24 日 

(日) 

第 13 回ＷＧ２ 

研修テキスト作

成ＷＧ 

(関西地区) 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①研修テキスト及び規準表の確認 

②Web サイトマップ及び音声・ビデオサンプ

ルデータの検討 

2 月 25 日 

(月) 

第３回音声解説

録音 

目白大学スタジオ ①テキストのＥ（校務での ICT 活用）の録音

2 月 27 日 

(水) 

第４回音声解説

録音 

目白大学スタジオ ①テキストのＤ（情報モラル指導）の録音 

2 月 27 日 

(水) 

臨時打合せ 目白大学原研究室 ①企画評価委員（川畑先生）のヒアリング 

②現状の説明 

③成果物の説明 

3 月 5 日 

(水) 

第５回音声解説

録音 

目白大学スタジオ ①テキストのＣ（児童生徒の ICT 活用を指導）

の録音 

3 月 6 日 

(木) 

研修会用テキス

トの作成 

（コピー） 

 編集 PDF 版テキスト（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅバ

ージョン９）の最終版テキストコピー（３月

８日研修会で使用） 

3 月 8 日 

(土) 

ICT 活用研修会 尼崎市教育委員会 

尼崎市立教育総合セン

ター 研修室 

①研修（Ａ、Ｂ、Ｃ） 

②最終版テキストを使用 

③近隣の教員対象（15 名参加） 

3 月 9 日 

(日) 

第３回 

調査研究委員会 

(全体会) 

松下電器健康保険組合

保養所 

パナヒルズ大阪会議室 

①反省会（テキストおよび規準表、研修実施

方法等） 

②研修会ビデオの整理 

③テキスト掲載イラストのイメージ作成 

④テキスト掲載の総合関連図の作成 

⑤次年度の実施計画（案） 

3 月 10 日 

(月) 

第６回音声解説

録音 

目白大学スタジオ ①テキストのＢ（授業中に ICT を活用して指

導）の録音 

3 月 14 日 

(金) 

第７回音声解説

録音 

目白大学スタジオ ①テキストのＢ（授業中に ICT を活用して指

導）の録音 

3 月 14 日 

(金) 

成果報告会 文部科学省 

会議室 

①事業実施概要の説明 

②事業の成果 

③次年度への課題と実施予定 
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第２章 事業の成果および課題 

２．１ 「教員の ICT 活用指導力規準表」（規準表）の開発 

過去の自主研修で開発した「教員の ICT 活用能力規準表」と文部科学省のチェックリストと

の整合を図り、大幅に規準表を見直し、「教員の ICT 活用指導力規準表」を新訂した。自主研

究での規準表がどのような構造・内容にまとめたかを見ておきたい。 

（１）改訂前の「教員の ICT 活用能力規準表」（旧 2005 年度版、自主研究で開発） 

自主研究では、自主研修事業として、ICT 教育に関する研修事業を展開するために、教

員の ICT 活用能力に焦点を当て、「教員の ICT 活用能力規準表」を開発することにした。

規準表は、ICT 活用能力に関わる目標達成規準を明確に示すことである。ひいては教員が、

規準全体の中で自分自身の現在の位置付けがどこかを知ることができる。したがって、規

準表を最初に開発したことは、規準表に基づく研修を実施することにより受講者のスキル

アップの道筋になると考えたからである。この規準表を作成に当たっては、領域（大項目、

中項目）、レベルと規準内容（学習目標）のマトリクス表で表現することにした。 

(a) 規準に関するレベル 

レベルは、イメージできる表現にし、表２－１のような名称と節を加えて、統一し

た考え方で検討していった。 

 

表２－１ 規準表のレベル 

No. レベル レベル名称 レベルの説明 

１ レベルＡ 大学生・新任教員 ◆教員養成系大学生，新任１年目教員 

◇基礎的な知識をもとに授業を実践できる。 

２ レベルＢ 一般教員 ◆２年目から１５年目までの教員 

◇ＩＣＴを活用して、児童・生徒に効果的な学習

指導ができるとともにＩＣＴ指導もできる。 

３ レベルＣ ICT リーダー教員 ◆レベルＡ，Ｂの教員を指導できる教員 

◇校内で他の教員に対して ICT 活用に関する指導

と推進ができる。 

４ レベルＤ 指導主事 ◆レベルＡ，Ｂ，Ｃを含めた地域の教員への情報

教育に関わる総合的なリーダ 

◇地域で教員に対して ICT 活用に関する指導と推

進ができる。 

 

(b) 規準の領域（大項目・中項目） 

領域は、次の６つの大項目に分類して検討してまとめた。 

①大項目１  教育の情報化に関する政策・施策 

②大項目２  ＩＣＴ活用授業 

③大項目３  著作権・情報モラル(情報安全教育) 

④大項目４  校務の情報化 

⑤大項目５  情報化マネージメント 

⑥大項目６  ソフトウェア、ハードウェア等についての知識、スキル 

この規準表は、表２－２の領域で規準内容を検討した。 
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表２－２ 教員の ICT 活用能力規準表（2005 年度 JAPET 版）の領域 

規 準 表 の 領 域 

大 項 目 中 項 目 

１ 教育の情報化 １ 教育の情報化に関する政策・施策 

２ 情報教育 

１ 授業設計 

２ 教材準備・作成 

３ 授業実践 

４ 児童・生徒への ICT スキルの指導 

２ ICT 活用授業 

５ 評価活動 

１ 著作権 

２ 情報モラル 

３ 著作権・情報モラル 

（情報安全教育） 

３ 児童・生徒への指導 

１ 校務の情報処理 

２ ICT を活用したコミュニケーション 

３ 情報の発信 

４ 校務の情報化 

４ 成績処理 

１ 学校教育目標と ICT 活用 

２ セキュリティポリシー 

３ 研修計画と実施 

４ 情報化設備の企画と管理 

５ 学校の情報化に関する評価 

５ 情報化マネージメント 

６ その他（地域連携など） 

１ コンピュータやネットワークに関する知識

２ コンピュータおよび周辺機器の操作 

３ ネットワークの活用 

４ アプリケーションソフト 

６ ソフトウェア、ハードウェア等につ

いての知識、スキル 

５ 安全管理 

 

(c) 規準内容の表現 

規準内容は、学習目標として、「・・・ができる」という表現で統一した。 

(d) 規準表（2005 年度版） 

自主研究で開発した規準表は、資料【Ⅰ】Ａ-１～２に示すとおりに整理した。 

 

（２）「教員の ICT 活用指導力規準表」（規準表）（2007 年度版、新訂）の開発 

この規準表は、自主研究の規準表の構造・内容を活かし、文部科学省のチェックリスト

の大項目・中項目との整合を取りながら、大項目・中項目と規準内容を見直した。 

(a) 大項目・中項目の見直し 

規準表の大項目は、文部科学省のチェックリストの５カテゴリー（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、）

と１８のチェック項目を取り込んで検討し、規準表の大項目と中項目を見直した。さら

に、情報モラルに関しては、平成 18 年度文部科学省「情報モラル等指導サポート事業」

の「情報モラル指導モデルカリキュラム表」を参考にして大幅に見直した。 

2005 年度版から 2007 年度版への変更内容が分かるように、大項目と中項目を見直し

た結果を表２－３に示す。 
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表２－３ 規準表の大項目・中項目の新旧の対応 

見直し後の大中項目（新：2007 年度版） 見直し前の大中項目（旧：2005 年度版） 

大項目 中項目 大項目 中項目 

1 国の政策 1 教育の情報化 

2 学校における教育の情報化 2 情報教育 

3 学習指導要領との関連 

1 「教育の情

報化」の推

進 

4 ICT 環境の整備 

1 教育の情

報化に関

す る 政

策・施策 
  

1 授業設計 1 学校教育目標と ICT 活用 

2 授業準備・学習環境整備 2 セキュリティポリシー 

3 授業実現 3 研修計画と実施 

4 情報化設備の企画と管理 4 児童生徒への情報教育の指

導 5 学校の情報化に関する評価 

2 情報教育 

  

5 情報化マ

ネージメ

ント 

6 その他（地域連携など） 

1 授業設計 1 授業設計 

2 教材準備・作成 2 教材準備・作成 

3 授業実践 3 授業実践 

4 児童生徒への ICT スキル指導 4 児童生徒への ICT スキル指導

3 ICT を活用

した授業 

5 評価活動 

2 ICT 活用

授業 

5 評価活動 

1 情報社会の倫理と法の理解 

（コンプライアンス） 

1 著作権 

2 安全・情報セキュリティ 2 情報モラル 

4 情報モラル 

3 児童生徒への情報モラルの

指導 

3 著作権・

情報モラ

ル（情報

安 全 教

育） 
3 児童・生徒への指導 

1 ICT を活用した情報収集と資

料作成 

1 校務の情報処理 

2 情報共有とコミュニケーシ

ョン（交換） 

2 ICT を活用したコミュニケー

ション 

3 情報の公開（発信） 3 情報の発信 

5 校務の情報

化 

4 成績処理 

4 校務の情

報化 

4 成績処理 

1 情報機器の活用 1 コンピュータやネットワー

クに関する知識 

2 情報通信ネットワークの活

用 

2 コンピュータおよび周辺機

器の操作 

3 ネットワークの活用 

4 アプリケーションソフト 

6 ICT 活用ス

キル 

  

6 ソフトウ

ェア、ハ

ードウェ

ア等につ

いての知

識、スキ

ル 5 安全管理 

 
 

(b) 中項目別レベル別の規準内容の見直し 

上記の大項目の６項目について、文部科学省が策定した「ＩＣＴ活用指導力の基準」、

「情報モラル指導モデルカリキュラム」との整合を意識し、中項目を表２－４に示す見

直しの観点で検討した。さらに中項目とレベルに対応した基準内容を定義し直した。 
 



22 

表２－４ 新訂規準表の規準内容の見直し観点 
大項目 中項目 基準内容の見直しの観点 

1 国の政策 ①教育の情報化の法的なことや政策・推進

2 学校における教育の情報化 ①情報教育 

②ICT 活用授業 

③校務の情報化 

3 学習指導要領との関連 ①学習指導要領と情報教育 

②学習指導要領と ICT 活用授業 

4 ICT 環境の整備 ①教育条件整備 

・ハードやソフトの構築に関すること 

②教員研修（参加、計画、推進） 

1 「 教 育 の 情 報

化」の推進 

5 学校評価との関連 ①学校教育目標と ICT の関係 

1 授業設計 ①「情報教育の３つのねらい」と指導計画、

授業設計 

2 授業準備・学習環境整備 ①資料の準備 

②ICT 機器や環境 

3 授業実践 ①情報教育の教育方法 

②ICT 活用の教育方法 

2 情報教育 

4 児童生徒への情報教育の指導 ①評価活動 

②基礎的なスキル操作はわける(３つのね

らいを中心に) 

1 授業設計 ①ICT 活用の指導計画と授業設計 

2 教材準備・作成 ①教材の収集・準備 

3 授業実践 ①導入（興味・関心） 

②展開（つかみ） 

③発展（まとめ） 

4 児童生徒への ICT スキルの指導 ①ICT スキルの指導を中心に 

3 ICT を活用した

授業 

5 評価活動 ①評価の目的・方法・規準 

1 情報社会の倫理と法の理解 

（コンプライアンス） 

①情報の倫理や権利 

②法に関する事柄 

③情報社会の責任と権利 

2 安全・情報セキュリティ ①情報安全教育の内容 

②セキュリティポリシー 

4 情報モラル 

3 児童生徒への情報モラルの指導 ①保護者や地域と連携した指導 

②子どもたちへの指導 

（学校全体での日常的な指導・計画） 

1 ICTを活用した情報収集と資料作成 ①情報収集と資料作成 

（従来の紙のものの整理なども含む） 

2 情報共有とコミュニケーション 

（交換） 

①電子簿冊 

②グループウェアの活用 

③教師間の情報共有 

④教育委員会との連携 

3 情報の公開（発信） ①学校ホームページ 

②家庭・地域との連携 

5 校務の情報化 

4 成績処理 ①評価の観点 

（進路指導との連携も含む） 

6 ICT 活用スキル 1 情報機器の活用 ①デジタルカメラやプロジェクタなどの

活用に関する特徴を理解する 

②ソフトウェアの活用方法 
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  2

 

情報通信ネットワークの活用 ①NAS の便利さ 

②ネットワークプリンタ 

③コミュニケーション（ホームページ、メ

ールや掲示板、IP 電話） 

④インターネットの様々な使い方 

④安全・安心な使い方 

 

(c) 新訂規準表（2007 年度版） 

規準表の規準内容は学習目標を詳細に定義したものである。基準内容は、レベルご

とに表２－５のとおりの数を見直し、整理・定義した。その結果、新訂規準表は、資

料【Ⅰ】Ｂ－１～３に示すとおりに新しく改訂した。 

 

表２－５ 規準表の規準内容の数 

領  域 

大項目 中項目 

レベル

Ａ 

レベル

Ｂ 

レベル

Ｃ 

レベル

Ｄ 

1 国の政策 ２ ２ ２ ２ 
2 学校における教育の情報化 ３ ３ ３ ３ 
3 学習指導要領との関連 ２ ２ ２ ２ 

1 「教育の

情報化」

の推進 
4 ICT 環境の整備 ２ ３ ４ ４ 
1 授業設計 １ ２ ２ ２ 
2 授業準備・学習環境整備 ３ ３ ３ ３ 
3 授業実現 ２ ２ ３ ３ 

2 情報教育 

4 児童生徒への情報教育の指導 ４ ４ ４ ４ 
1 授業設計 ２ ２ ３ ３ 
2 教材準備・作成 ２ ２ ２ ２ 
3 授業実践 ３ ３ ３ ３ 
4 児童生徒への ICT スキル指導 ３ ３ ３ ３ 

3 ICT を活

用した授

業 

5 評価活動 ３ ３ ３ ３ 
1 情報社会の倫理と法の理解 

（コンプライアンス） 
５ ５ ５ ５ 

2 安全・情報セキュリティ ４ ４ ４ ４ 

4 情報モラ

ル 

3 児童生徒への情報モラルの指導 ５ ５ ５ ５ 
1 ICT を活用した情報収集と資料

作成 
１ １ １ １ 

2 情報共有とコミュニケーション

（交換） 
３ ３ ３ ３ 

3 情報の公開（発信） １ １ ２ ２ 

5 校務の情

報化 

4 成績処理 ２ ２ ２ ２ 
1 情報機器の活用 ３ ３ ３ ３ 6 ICT 活用

スキル 2 情報通信ネットワークの活用 ２ ２ ２ ２ 
規準内容の数 ５８ ６０ ６４ ６４ 

 
２．２ 「教員の ICT 活用指導力基準表」（基準表）の開発 

この規準表は、過去の自主研修で開発した「教員の ICT 活用能力基準表」（基準表）の構造・

構成・内容を基本としている。さらに文部科学省のチェックリストとの整合を図った規準表を

上位規準として、基準表の基準内容をブレイクダウンし、具体的な学習目標を定義する。 
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（１）改訂前の「教員の ICT 活用能力基準表」（2005 年度版、自主研究で開発） 

自主研究における「教員の ICT 活用能力基準表」（基準表、自主研究では“指導力”を

“能力”としていた。）は、規準表で定義された規準内容をブレイクダウンし、学校現場

にとって分かりやすい表現で具体的な学習目標（基準内容）を記述した。2005 年度版の基

準表を基本として、第２年次に「教員の ICT 活用指導力基準表」（2008 年度版）を作成す

る予定である。本事業の基準表の開発への参考のために 2005 年度版の基準表（大項目１と

２の一部）を資料【Ⅱ】Ａ-１に示す。 

基準表の構成は、規準表とほとんど同じであるが、規準表の規準内容の下に基準内容と

して具体的目標を記述している。表２－６は、規準内容と基準内容の記述個数を表してお

り、2005 年度版の基準表は、レベルＢの一般教員向けの５つの研修「教材作成（静止画コ

ースと動画コース）」、「ＨＰ作成」、「ネットワーク入門」、「成績処理」、「校務処

理」を検討して具体的目標を記述した。そのため、基準内容の数が多くなっている。 

 

表２－６ 規準表の規準内容の数と基準表の基準内容の数 

領  域 

大項目 中項目 

レベル

Ａ 

レベル

Ｂ 

レベル

Ｃ 

レベル

Ｄ 

教育の情報化 2 2 2 2 1 

[具体的目標] 4 12 4 1 

情報教育 1 1 1 1 

1 教育情報化に関す

る政策・施策 

2 

 [具体的目標] 4 7 4 1 

授業設計 2 2 1 1 1 

[具体的目標] 3 15 4 0 

教材準備・作成 2 2 3 3 2 

[具体的目標] 6 9 4 4 

授業実践 2 3 3 2 3 

[具体的目標] 2 9 2 1 

児童・生徒への ICT スキルの

指導 

2 2 2 2 4 

[具体的目標] 8 7 5 5 

評価活動 1 2 2 1 

2 ICT 活用授業 

5 

[具体的目標] 2 4 4 2 

著作権 1 2 1 2 1 

[具体的目標] 4 6 3 1 

情報モラル 3 2 1 2 2 

[具体的目標] 3 3 5 3 

児童・生徒への指導 1 1 1 1 

3 著作権・情報モラル

（情報安全教育） 

3 

[具体的目標] 5 7 0 0 

校務の情報処理 1 1 1 1 1 

[具体的目標] 3 6 3 0 

ICT を活用したコミュニケー

ション 

1 1 2 1 2 

[具体的目標] 2 11 3 0 

情報の発信 1 1 2 1 3 

[具体的目標] 2 2 4 0 

成績処理 1 3 1 1 

4 校務の情報化 

4 

[具体的目標] 2 6 3 2 
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学校教育目標と ICT 活用 1 2 2 2 1 

[具体的目標] 3 7 1 1 

セキュリティポリシー  2 2 2 2 

[具体的目標]  6 6 0 

研修計画と実施   1 1 3 

[具体的目標]   3 1 

情報化設備の企画と管理  1 2 2 4 

[具体的目標]  1 3 0 

学校の情報化に関する評価   1 1 5 

[具体的目標]   2 0 

その他（地域連携など）   1 1 

5 情報化マネージメ

ント 

6 

[具体的目標]   1 0 

コンピュータやネットワーク

に関する知識 

1 1 2 2 1 

[具体的目標] 4 7 1 0 

コンピュータおよび周辺機器

の操作 

1 1 1 1 2 

[具体的目標] 4 3 3 2 

ネットワークの活用 1 1 1 1 3 

[具体的目標] 6 8 2 2 

アプリケーションソフト 2 2 2 2 4 

[具体的目標] 3 25 2 2 

安全管理 1 1 2 2 

6 ソフトウェア、ハー

ドウェア等につい

ての知識、スキル 

5 

[具体的目標] 2 5 1 1 

 

（２）「教員の ICT 活用指導力基準表」（新訂版基準表） 

新訂基準表は、研修テキストをベースとして具体的目標を整備する必要がある。第２年

次（平成 20 年度）に開発する予定である。 

 

２．３ 研修カリキュラムの開発 

自主研究で作成した研修案は表１－２に示すように 26 コースを検討・作成し、テキストの原

稿を執筆したのは 7 コースである。さらにテキストとして印刷したのは、教材作成（静止画コ

ース、動画コース）である。この研修案を参考として、研修カリキュラムは、第２年次（平成

20 年度）に作成する予定である。 

 
２．４ 研修テキストの開発 

テキストは、受講者用テキストと指導者用テキストの２種類を作成する。受講者用テキスト

が第１年次に開発した研修テキストであり、指導者用テキストが研修マニュアルであると位置

付けた。研修テキストは、文部科学省の「教員の ICT 活用指導力の基準」に基づくことを方針

とした。さらに本事業で策定した「教員の ICT 活用指導力規準表」の各規準内容と対比させる

ともに、一般教員を対象とした研修用のカリキュラムを検討し、受講者用研修テキスト（176

ぺージ）を作成した。研修テキストの作成には、２段階を踏んだ。第１段階では、仮テキスト

（ＡとＢのみ）を使った研修を行った。第２段階では、第１段階での研修結果、講師と受講者

からの意見や要望などを整理・反映し、最終版のテキストとした。 

基本的には、研修テキストの項目を組み合わせてさまざまなカリキュラムが策定できるよう
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に、チェックリストに会わせて、次の５つのカテゴリーに分けた構成にした。 

 Ａ：教材研究・指導の準備・評価などに ICT を活用する能力（５詳細項目） 

 Ｂ：授業中に ICT を活用して指導する能力（７詳細項目） 

 Ｃ：児童生徒が ICT 活用を指導する能力（７詳細項目） 

 Ｄ：情報モラルを指導する能力（５詳細項目） 

 Ｅ：校務に ICT を活用する能力（５詳細項目） 

さらに、それぞれの領域を細かな項目（２９項目）に分けモジュール化することで研修実

施体の実態に応じた研修ができるようにした。 

 

２．５ 研修マニュアルの開発 

研修テキストを使って自立型研修を実施する場合、指導者用の補助教材として、研修マニュ

アルを整備する必要がある。研修マニュアルは第２年次に開発する予定である。 
研修マニュアルには、次の項目を掲載することを検討する。 
◇教員の ICT 活用能力について 

①教育情報化と ICT 活用指導力   ②ICT 活用指導力規準表 

③ICT 活用能力規準表と研修内容   ④研修内容一覧表 
◇研修の実施方法 

①講義と演習の進め方   ②日程表の例 
◇形成的評価と ICT 活用指導力の認定の方法 

①ＷＢＴの使い方（知識理解テスト）   ②スキル評価の方法 
 
２．６ 研修の試行 

研修コースは、大きく研修テキストのＡ～Ｅになるが、ＡとＢを中心に研修を試行した。研

修コースの組み立ては、基本的な考え方として、教育委員会や学校の実情・実態に応じてテキ

スト内容を組み合わせて実施することを推奨している。第１年次に試行した研修は、次のとお

りである。実施日時と地域、場所、研修内容（テキスト対応省略）で簡単に整理した。 

（１）川崎市「ICT 活用指導力研修」 

(a) 日時：平成１９年１２月２５日(月) １５：３０～１６：４０ 

(b) 場所：神奈川県川崎市立新作小学校 図書室及び普通教室 

(c) 対象：川崎市立新作小学校の教員（約 20 名） 

(d) 講師：井部良一先生（調査研究委員会委員、川崎市総合教育センター） 

(e) 内容：①教育の情報化、情報教育と ICT 活用（講義） 

②ICT を授業に活用しよう！（講義と実習） 

③教室環境をつくる、ICT 機器の設置（講義） 

④活用実践例の紹介と実習（講義と実習） 

（２）京都市「ICT 活用指導力向上研修会」 

(a) 日時：平成２０年１月７日(月) １３：３０～１６：３０ 

(b) 場所：京都府京都市教育委員会情報化推進総合センター 研修室 

(c) 対象：京都市立西院小学校教員（約 35 名） 

(d) 講師：稲葉和弘先生 

（調査研究委員会委員、京都市教育委員会情報化推進総合センター） 
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(e) 内容：①ICT を有効活用した授業について（講義） 

②教師の ICT 活用指導力向上に向けて(講義） 

③ICT を使った授業のための情報収集（実習） 

④教材作成（実習） 

（３）川崎市「ICT 活用指導力研修」 

(a) 日時：平成２０年１月８日(月) １５：３０～１６：４０ 

(b) 場所：神奈川県川崎市立柿生小学校 図書室および普通教室 

(c) 対象：川崎市立柿生小学校の教員（約 20 名） 

(d) 講師：井部良一先生（調査研究委員会委員、川崎市総合教育センター） 

(e) 内容：①教育の情報化、情報教育と ICT 活用（講義） 

②ICT を授業に活用しよう！（講義と実習） 

③教室環境をつくる、ICT 機器の設置（講義） 

④活用実践例の紹介と実習（講義と実習） 

⑤活用場面を考える（ワークシート） 

（４）川西市「ICT 活用指導力研修」 

(a) 日時：平成２０年１月９日(水) １４：００～１６：００ 

(b) 場所：兵庫県川西市立北陵小学校 普通教室およびコンピュータルーム 

(c) 対象：川西市立北陵小学校教員（20 名） 

(d) 講師：坪田城達先生（調査研究委員会委員、川西市立北陵小学校） 

(e) 内容：①教育の情報化（講義） 

②ICT 活用授業に取り組もう（講義と実習） 

③ICT を活用した教材を作成しよう（講義と実習） 

（５）尼崎市「ステップ・アップ研修」 

(a) 日時：平成２０年１月１５日(火) （午前）１０：３０～１２：３０ 

（午後）１３：３０～１５：３０ 

(b) 場所：兵庫県尼崎市立名和小学校 

(c) 対象：平成 19 年度新採用教員(30 名) 

(d) 講師：米田浩先生 

（調査研究委員会委員、尼崎市教育委員会尼崎市立教育総合センター） 

(e) 内容：①ICT を活用した授業について（講話） 

②プレゼンテーションツールを使った教材作成（演習） 

③作成した教材を使った模擬授業（ビデオ撮影・演習） 

④ビデオ映像を見ながら相互評価 

（６）石岡市「授業における ICT 活用」 

(a) 日時：平成２０年２月４日(月) １４：３０～１６：３０ 

(b) 場所：茨城県石岡市立三村小学校 普通教室およびコンピュータ室 

(c) 対象：石岡市立三村小学校教員（約 10 名） 

(d) 講師：今泉英樹先生（調査研究委員会委員、石岡市立関川小学校） 

(e) 内容：①ICT の授業での効果的な活用について（講義） 

②ICT 機器の活用（実習） 

③スタディノートの効果的な活用（実習） 
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（７）評価のための研修会「ICT 活用指導力向上研修会」 

上記（１）～（６）の研修試行後のアンケートの結果を踏まえ、研修カリキュラム構

成や研修の実施方法などを検討し、再度評価のため下記の研修会を実施した。 

(a) 日時：平成２０年３月８日(土) １０：００～１７：００ 

(b) 場所：尼崎市立教育総合センター 研修室 

(c) 対象：尼崎市近隣の教員（約 15 名）  

(d) プログラム・講師： 

①教育におけるＩＣＴ活用の目的（講義） 

米田 浩先生（尼崎市立総合教育センター） 

伊藤剛和先生（奈良教育大学） 

②授業での効果的な活用事例（講義と実習） 

坪田城達先生（兵庫県川西市立北陵小学校） 

③子供に分かるＩＣＴ活用教材の作り方（実習） 

今泉英樹先生（茨城県石岡市立関川小学校） 

井部良一先生（川崎市立総合教育センター） 

⑤児童生徒の情報活用能力を高める指導方法（講義と実習） 

稲葉弘和先生（京都市情報化推進総合センター） 

なお、上記研修会において、今年度の成果物（規準表、テキスト、研修カリキュラム

等）の評価を行い、その結果を第２年次以降の計画に反映する。 

 

２．７ 研修用補助教材の試作 

今回の試行的な研修を受け、教員の ICT 活用指導力を向上させるために、教材等の必要性に

関する意見を多く聞くことができた。例えば、①講義では十分に理解できない場合や技能が身

に付かなかった場合の補助的な研修教材の整備、②一斉研修前に習得しておくべき知識や基礎

的な技能の事前学習、③一斉研修では十分に伝達できない内容などに関する研修教材の整備な

どが必要だという意見が聞かれた。そこで、次のような教材を試行的に開発し、第２年次以降

の研修で活用できるようにすることとした。これらの補助用教材は､一斉研修を補完するもので

はあるが、一斉研修の中で研修実施者が提示用として活用することや、自己研修の教材として

も活用できるような内容を兼ね備えることとした。 

（１）研修テキストに準じた研修用ビデオ教材 

研修テキストの中で、印刷物だけでは理解できないような内容について、ビデオを用い

ることで具体的に理解できるようにする。例えば、機器の接続の手順を説明する場合、接

続端子の形状や具体的な接続手順、その場合の留意事項などを解説したものが必要である。

第１年次は、これらの中から次の 4 項目を具体的に開発し、その活用いついての可能性な

どを検討することとした。 

(a) デスクトップ型コンピュータと周辺機器の接続（スピーカーやマイク、プリンター、

デジタルカメラを含む） 

(b) 教室でのノート型コンピュータとプロジェクターの接続 

(c) ＯＨＣとプロジェクターの接続 

(d) 子どもから見たプロジェクターの画面とプレゼン資料の作成方法 

（２）研修テキストに準じた研修用音声教材 
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研修用音声教材は、テキストの内容を音声で解説し、スライドで要点を表示した。これ

については、一斉研修後の個々の教員の復習教材および校内研修での視聴としての利用を

目的とした。今年度は、研修用テキストの中から概念的な内容が含まれるＡ「教材研究・

指導準備・評価」と、読むことで理解が可能な内容が含まれているＥ「校務でのＩＣＴ活

用」を中心に準備を進めた。 

詳細については、３．３の「研修用 Web サイトの構成」と３．４の「研修用 Web サイト

の活用」の節で説明する。 

（３）研修風景のビデオ教材 

今年度実施した研修の中から、Ａ「教材研究・指導準備・評価」、Ｂ「授業中に ICT を

活用して指導」、Ｃ「児童生徒に ICT 活用を指導」の３分野について、実施の研修風景を

ビデオに収録したものを準備した。これらは、各学校などで実施の研修を進める場合に、

その内容をどのように説明することが必要であるかなどについて、参考とすることを目的

とした。 

 
２．８ 学校 ICT 環境力の調査 

ICT 環境調査に関する予備調査として、学校での ICT 活用を推進していく上で教員自身が問

題だと感じていることや改善すべきだと考えていることについて、研修終了持に受講者に質問

した。質問内容は、次の項目を自由記述で調査した。 
（１）機器の整備について（コンピュータ、ネットワーク、ソフトウェアなど） 

(a) プロジェクターの整備（全クラスに１台） 

(b) ＰＣの整備（教員１人１台＋教室２台が基本） 

(c) 全国的に統一された児童用ソフトウェアを望む声 

（２）校内の体制について（管理職、同僚、担当者など） 

(a) 校内研究におけるデータの蓄積と活用 

(b) 児童生徒の現状理解やカリキュラム等の教員間での共有化 

(c) 情報活用能力の育成やセキュリティポリシーの策定など校内での組織化 

(d) 校内整備のリーダー・推進役の組織化 

（３）学校外での体制について（教育委員会、地域、企業など） 

(a) 教育委員会からの情報法提供の体制作り 

(b) 教育委員会での予算確保 

(c) 地域・企業などの人的サポート（授業・環境整備・教員研修）の体制と確保 

(d) セキュリティなどの管理職研修の実施 

（４）授業での活用について（準備、教材など） 

(a) すぐに使える環境（ハード／ソフト）の整備と体制作り 

(b) 教材コンテンツの整備と共有化 

(c) 授業での活用事例の蓄積と共有化 

（５）校務での活用について（教師用コンピュータ、情報共有など） 

(a) 校務用 LAN の整備 

(b) 校務用パソコンの整備（教員１人１台） 

(c) グループウェアの導入と運用・活用 

(d) 校務用作成文書の共有化と活用 
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（６）ICT 活用がうまくいっている点とその理由（ICT を有効活用されている場合） 

(a) 情報機器・校内 LAN などの整備 

(b) 準備の手軽さとすぐに使える環境 

(c) 情報機器の有効活用 

(d) 教材コンテンツの共有・有効活用 

（７）経費について（年度予算、経費の獲得など） 

(a) 消耗品や備品の年間必要額の計画 

(b) 研究費や助成金などの費用の獲得 

 
２．９ ICT 活用指導力向上研修のまとめと課題 

先に作成した研修カリキュラム、研修テキス

トの評価を進めるため、委員の関連する教育関

係機関を通じて、延べ 7 回の ICT 活用指導力向

上研修会を実施した。それぞれの研修会では、

先に作成した研修用テキストを用い、各地域の

実態に応じた研修内容を構成した。実施地域は、

次の地域である。 

12/25 川崎市「ICT 活用指導力研修」 

01/07 京都市「ICT 活用指導力研修」 

01/08 川崎市「ICT 活用指導力研修」 

01/09 川西市「ICT 活用指導力研修」  

01/15 尼崎市「ステップ・アップ研修」  

02/04 石岡市「授業における ICT 活用」  

03/08 尼崎市「ICT 活用指導力向上研修会」  

対象者は、尼崎市の「ステップ・アップ研修」が初任者を対象としたものである以外は、一

般の教員を対象とした。 
 
２．９．１ 研修実施後のアンケート調査 

ここでは、主に次の点についての評価を行うため、参加した教員にアンケート調査をお願い

した。アンケート項目は次のとおり。 
（１）研修テキストについて 

(a) 研修テキストの読みやすさについて（自由記述） 

(b) 研修テキストの構成や内容について（自由記述） 

(c) 研修テキストの詳細内容について 

①研修テキストの内容（４段階評価） 

②研修テキストの授業実践での役立ち度（４段階評価） 

③研修テキストの校務処理での役立ち度（４段階評価） 

（２）研修方法について 

(a) よかった点（自由記述） 

(b) 改善すべき点（自由記述） 

（３）研修内容について 

図２－１ 写真 研修会の様子（3月 8 日 尼崎市）
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(a) 「分かりやすかった」「役に立つ」と思われた部分（自由記述） 

(b) 改善すべき点（自由記述） 

（４）講師について 

(a) よかった点（自由記述） 

(b) お気づきの点（自由記述） 

（５）教員のＩＣＴ活用指導力のチェックリストに対する事前・事後チェック 

（６）研修受講後の「教員のＩＣＴ活用能力規準表」での達成度 

 

アンケートの内容と集計結果については巻末の資料編【Ⅴ】を参照いただきたい。ここでは、

概要について記述する。研修テキストの評価については、「絵図が多く、大変分かりやすい」、

「実際の授業での使い方がよく分かる」などが代表的な意見である。また、研修の内容・方法

については、「丁寧に教えてもらえるので良い」や「具体例が多く分かりやすい」などの肯定

的な意見がある一方で、様々な段階の教員を対象としたため、「これまでにも聞いた内容が含

まれている」や「もう少し簡単に教材が作れる方法がほしい」などこれまでの研修と比較した

意見が見られた。このことから、ニーズに対応した研修の進め方が今後の課題として浮き彫り

になった。 

 

２．９．２ チェックリストによる研修前後の調査 

次に、文部科学省が平成 18 年度末に発表した「教員のＩＣＴ活用指導力の基準」（チェック

リスト）に対する研修の事前事後の調査を行った。その結果、研修の効果については、そのチ

ェック内容から事前の指導力チェックに比べ、事後の指導力の評価が総じて高くなっているこ

とがうかがえる。一方で受講前から評価が高位の教員は、それ以上の効果が得られないという

実態も明らかになった。これらの受講者に対しては、今後指導者としての講習への参加を促し、

校内のリーダー的役割を担うことが必要であると考える。そのための認定講習会的な研修講座

の開設を検討することが課題でもある。 

 

２．９．３ 規準表での基準内容に対する達成度の調査 

最後に、本事業で作成した「教員のＩＣＴ活用指導力規準表」の規準内容項目に対する達成

度についての調査では、テキストに掲載した研修内容に含まれている項目については、６０％

程度が「達成できた」以上にチェックしている。しかし、「あまり達成できなかった」にチェ

ックしているケースもあり、それらを精査することが今後必要である。 

 
２．１０ 第２年次に向けて 

教員の ICT 活用指導力を向上させることによって、子どもの学力を伸ばすことは世界の流れ

でもあると考える。そのためには教員の授業力と ICT 活用指導力は欠かすことはできない能力

となるであろう。第１年次の事業で展開した研修テキストのブラシュアップ、「教員の ICT 活

用指導力規準表」（のりじゅん）に基づく「教員の ICT 活用指導力基準表」（もとじゅん）の

整備・開発、研修用 Web サイトの充実、さらに「学校 ICT 環境力基準表」を整備・開発するこ

とによって、教員の ICT 活用指導力を向上させる必要があると考える。 

第２年次（平成 20 年度）は、本事業を推進するために第１年次の成果を充実させるとともに、

具体的には次の調査研究活動を行う予定である。 
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（１）教員の ICT 活用指導力規準表の見直し 

第１年次（平成 19 年度）に作成した規準表を再度見直し、改訂する。 

（２）教員の ICT 活用指導力基準表の作成 

文部科学省のチェックリスト）と上記（１）の規準表をベースにして、具体的な学習目

標を検討・整備し、「教員の ICT 活用指導力基準表」を作成する。 

（３）研修カリキュラムの作成及び研修テキストの新訂 

自立型研修が実施できることを前提として、第１年次に作成した研修テキストを再度見

直し、新訂する。また、研修カリキュラムを作成することで種々の研修パターンを生み出

すことができるようにする。 

（４）研修マニュアルの作成 

過去２年間の研究で開発した研修カリキュラムを見直すとともにこのカリキュラムと

研修テキストに基づいて、新たに指導者用指導書（研修マニュアル）を作成する。このマ

ニュアルは、（７）の研修（出前型研修、自立型研修）で使用・見直しを行い、最終年度

に自立型研修で有効活用できるように正式版を完成させる。 

（５）研修の形成的評価法の検討 

文部科学省のチェックリストと ICT 活用にかかわる能力基準を対応させ、研修に使用で

きる ICT 活用指導力のチェック項目を統合して新たな評価項目を作成する。さらに形成的

評価法（①自己評価、②他者評価、③総合評価、④ＷＢＴによる評価、⑤受講者の制作物

による評価、⑥受講者のレポートによる評価、など）を検討することによって、研修の効

果を向上させるために評価の仕組みを検討する。 

（６）研修実施前の事前調査 

研修を実践する地域において、新しい評価項目に基づき、教員の ICT 活用指導力につい

て受講者に対して事前に調査を行う。 

調査結果に基づき、研修コースの設定等の研修計画を策定する。 

（７）研修の実施 

研修は、出前型研修（調査研究委員会委員が講師となって、協力地域に出かけて研修、

４回実施予定）と自立型研修（協力地域で講師を立てて自前で研修、２回実施予定。調査

研究委員会委員は講師指導・相談に対して協力する）の２パターンで実施する。 

（８）研修実施後の評価（追跡調査） 

研修実施後には同様に新しい評価項目に基づき、事後調査を実施する。この調査は、（７）

の研修実施後、一定期間経過した時点で受講した教員の指導力の向上（追跡調査）につい

て、メール等を利用して、受講者に対して追跡調査を実施し、指導力の変化を把握する。 

（９）受講者への研修状況通知の仕組みの検討 

受講者が自身の研修履歴と ICT 活用指導力のレベルについて把握し、規準表による自分

の現在の位置付けが分かり、さらに次にどんな力をつければよいのかの指針になるように、

受講者に研修状況を通知する仕組みを検討する。このことにより形成的な評価を効果的に

行うことができる。 

（10）研修ユニットのパッケージ化 

（１）～（９）を通して評価規準に準じた評価方法を開発し、教員個々の能力を測定で

きるようにする。併せて、研修コース、カリキュラム、研修テキストなどの改善を行い多

様な評価対象に適応した研修ユニットを開発する。 



33 

（11）研修用 Web サイトの構築 

このサイトには、学校現場の教員に役に立つ次のような情報を掲載する。 

①研修用 Web 教材（規準表・基準表、研修テキストなど） 

②画面で身に付く ICT 活用指導力（ビデオ教材など） 

③研修マニュアル 

④形成的研修評価（評価シートは提供できるようにする。） 

⑤研修テキスト等の活用事例（研修報告書、アンケート結果等） 

（12）受講者の追跡調査の仕組みの検討 

研修テキストや教材等の活用について、追跡できる方法と効果測定できる Web サイトの

仕組みを検討する。 

（13）形成的評価の仕組みの検討 

形成的評価法を実現するための Web サイトの仕組みを検討する。 

（14）研修成果の蓄積・管理の仕組みの検討 

研修成果を意識化させるために、Web サイトによる研修成果の蓄積・管理の仕組みを検

討する。 

（15）学校 ICT 環境力の検討 

①学校 ICT 環境力基準表（一次案）策定 

②研修カリキュラム・研修テキストの検討 

③学校向け評価表の検討 

④学校 ICT 環境力と教員の ICT 活用指導力の関連性の検討・整備 

 
研修実施は、図２－３に示す流れで進めていくことになる。この図からわかるように研修は、

ＰＤＣＡサイクル（図２－２）が重要なポイントになる。年間計画を立案するごとに改善され、

スパイラルに向上していくことができる。 
Ｐ： 研修計画 （Plan）  目標設定に対する研修計画の立案 

Ｄ： 研修実施 （Do）   計画に従った研修の実施 

Ｃ： 研修評価 （Check）  研修実施に対する測定結果の形成的評価 

Ａ： 研修改善 （Action） 評価結果に基づいて研修の改善 

（次の研修計画の立案に反映する） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２－２ ＰＤＣＡサイクル 

 
 

Plan 

 
Check

 
Do 

 
Action 
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図２－３ 研修実施の流れ 
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第３章 研修テキストおよび研修用Ｗｅｂサイトの活用 
 

３．１ 研修テキストの構成 

研修テキストは、文部科学省の教員のＩＣＴ活用指導力チェックリストのＡ～Ｅの５つのカ

テゴリー（大項目）、Ａ「教材研究・指導の準備・評価」 Ｂ「授業中にＩＣＴ を活用して指

導」 Ｃ「児童生徒のＩＣＴ 活用を指導」 Ｄ「情報モラルの指導」 Ｅ「校務での ICT 活

用」に準拠させた。次のような目次構成になっている。（左から、ページ番号、目次コード、節） 
 

Ａ 教材研究・指導の準備・評価 

010 A_1 ／ 教育における ICT 活用の目的 

016 A_2 ／ ICT を活用した授業設計 

024 A_3 ／ ICT を使った授業のための情報収集 

028 A_4 ／ ICT を活用した教材作成の基礎 

034 A_5 ／ 授業で使う ICT 機器の準備 

Ｂ 授業中に ICT を活用して指導 

040 B_1 ／ ICT の授業での効果的な活用 

044 B_2 ／ 興味・関心を高める ICT 活用授業 

050 B_3 ／ 課題把握に役立つ ICT 活用授業 

052 B_4 ／ 思考や理解を深めるための ICT 活用授業 

058 B_5 ／ 知識の定着を図るための ICT 活用授業 

060 B_6 ／ ICT を活用した教材作成の実際 

076 B_7 ／〔まとめ〕指導案の作成 

Ｃ 児童生徒の ICT 活用を指導 

078 C_1 ／ 児童生徒の情報活用能力の育成と ICT 活用 

082 C_2 ／ 課題解決のための情報収集の指導 

089 C_3 ／ 情報のまとめ方の指導 

096 C_4 ／ プレゼンテーションの指導 

102 C_5 ／ 情報発信の指導 

106 C_6 ／ コミュニケーションの指導 

108 C_7 ／ 知識の定着・技能の向上での活用 

Ｄ 情報モラルの指導 

114 D_1 ／ 情報モラル教育の必要性 

118 D_2 ／ 情報モラルの指導内容の理解 

120 D_3 ／ 学校全体で取り組む情報モラル指導の要点 

122 D_4 ／ 各教科における情報モラル指導  

124 D_5 ／ これからの情報モラル教育指導に向けて 

Ｅ 校務での ICT 活用 

126 E_1 ／ 校務の情報化とは 

130 E_2 ／ 校務情報の整理と管理 

136 E_3 ／ 校務に関する情報の作成 

144 E_4 ／ 情報の共有とコミュニケーション 

155 E_5 ／ 学校に関する情報の発信 

〔資料編〕 

162 教員の ICT 活用指導力規準表 

170 「教員のＩＣＴ活用指導力の基準」 

173 研修成果／自己評価記入シート 
 

図３－１ 研修テキストの目次 
 

最初の６～７ページの見開きでは、本誌のＡからＥ章の概要が分かるようにイラストで構成
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している。また、続く８ページでは、研修項目の相互関係が分かるように、目次の各節の関連

を図解した。このことは、研修の全体を把握し、被研修者が自身のニーズに応じて、次に何を

行うことが適切であるかを概観することにも役立てることができる。 

各節の最初には、「この項目のねらい」と「基準表との対応」が記載されている。「この項目

のねらい」には、該当の節で研修する目標が記述されている。その詳細については、「基準表と

の対応」に記載されている基準表の項目番号と対応させることで理解できるようになっている。

例えば、「基準表との対応」にある、「１－３－Ａ－②」は、巻末に記載されている『教員の ICT 

活用指導力規準表』を参考にしながら、左の数字から、大項目、中項目、レベル、小項目の項

目を対応させる。この例では、左から順に、大項目１「教育の情報化の推進」、中項目３「学習

指導要領との関連」、レベルＡ「大学生・新任教員」の②に対応させ、「学習指導要領における

ＩＣＴ活用について理解している」という項目内容に該当することとなる。 
 

３．２ 研修テキストの活用 

第１年次は、前述したように、開発したテキストをテキストの評価を行うための試行的な研

修会において活用した。この試行的な研修の中では、全頁にわたっての印刷が間に合わなかっ

たため、第Ａ章と第Ｂ章を印刷したものと、第Ｃ～Ｅ章の複製物（コピー）を準備して用いた。 

また、試行研修での活用をはじめ、各自治体での研修会で活用できるよう、Ｗｅｂサイトに

公開した。これまでに三重県の教育委員会をはじめ、多くの自治体でのダウンロードが行われ

ていると報告をうけている。第２年次は、利用されて

いる自治体やそこでの利用形態などが把握できるよう

な仕組みの開発が必要だと考えている。 

 

３．３ 研修用Ｗｅｂサイトの構成 

第１年次は、これまでに作成した研修用テキストや

研修支援用の各教材を提供するためのＷｅｂサイトを

作成し公開することにした。年度末の時点では、研修

テキストだけでなく、研修風景ビデオとそのプレゼン

テーション資料、テキストの音声解説、テキスト説明

用補助ビデオについて、試行的に作成した教材につい

て公開できている（右の図３－１参照）。 

次に、これらについて、その内容を記述する。 

 

３．３．１ 研修テキストの印刷用データ 

本年度作成した研修用テキストをＰＤＦデー

タで提供することとした。３．１で記述した目

次にそって、その内容がダウンロードでき、印

刷物として利用できるようになっている（右の

図３－３参照：研修用テキストをダウンロード

できるＷｅｂサイトの一部）。 

http://www.t-ict.jp/kyozai/text/menu.html 

 

図３－３ 研修用テキストダウンロードのメニュー例

図３－２ ICT 研修 Web サイトトップページ
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３．３．２ 研修風景ビデオと資料 

「研修風景ビデオ＋資料」として、試行的

に実施した研修の内容を収録し、その中で利

用したプレゼンテーションの資料を研修内容

と同期させたものを準備した（右の図３－４

参照：テキスト対応ビデオ教材のメニュー画

面の一部）。 

準備した項目は、次のとおりである。 

 
Ａ：教材研究・指導の準備・評価 

A11：教育の情報化の流れ 

A12：教育の情報化と情報教育 

A13：ICT を授業で活用する方法  

（A11～A13：米田浩先生、尼崎市立教育総合

センター） 

A4：ICT を活用した教材作成の基礎 

A5：授業で使う情報機器の準備 

（A4,A5：伊藤剛和先生、奈良教育大学） 

 
Ｂ：授業中に ICT を活用して指導 

B1：ICT の授業中での効果的な活用 

B2：興味・関心を高める ICT 活用授業 

B3：課題把握に役立つ ICT 活用授業 

B41：実際に見せることができないものを仮想的に見せる 

B42：スピードを変化させて見る 

B43：拡大して映す・手元を映す 

B5：知識の定着を図るための ICT 活用授業 

（B1～B5：坪田城達先生、兵庫県川西市立北陵小学校） 

B61：プレゼンテーションの意義とは 

B62：プレゼンテーションのチェック事項  

B63：スライド作成のポイント 

（B61～B63：今泉英樹先生、茨城県石岡市立関川小学校） 

 
Ｃ：児童生徒に ICT 活用を指導 

C11：児童生徒の情報活用能力について 

C12：情報教育について 

C41：フリップを使って説明しよう 

C42：聞き手に伝わるプレゼンテーション 

C43：聞き手をひきつけるコツ 

（C11～C43：稲葉弘和先生、京都市教育委員会） 

 

図３－４ テキスト対応ビデオ教材のメニュー画面の一部
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３．３．３ 研修テキスト音声解説と資料  

「テキスト音声解説＋資料」は、テキス

ト内容を、プレゼンテーション資料と音声

によって理解するための教材を準備した。

テキストの内容を専門家に朗読していただ

くと同時に、内容のプレゼンテーション資

料を準備し、これらを同期させながら表示

することで、内容を理解する教材である（右

の図３－５参照：音声による解説教材の目

次の一部）。 

これまで、Ａの「教材研究・指導の準備・

評価」と、Ｅの「校務での ICT 活用」の一

部を試行的に開発したが、来年度残りの部

分についても開発を進め、すべての内容が

理解できるように準備する予定である。 

 

現時点で開発が進んでいる目次は次のと

おりである。 

 

Ａ 教材研究・指導の準備・評価 

A_1：教育における ICT 活用の目的 

 【１】教育の情報化の流れ（未収録） 

 【２】情報教育とは 

 ICT 活用と情報教育の関連 

 ＊IT と ICT 

 【参考】『IT で築く確かな学力』 

 【４】ICT を授業で活用する方法（未収録） 

 【５】学習指導要領と ICT 活用（未収録） 

 【６】ICT の活用例（未収録） 

A_2：ICT を活用した授業設計 

 【１】ICT の活用と授業設計 

 【２】ICT を活用した授業設計のポイ

ント 

 【３】ICT 活用授業の評価 

 【４】ICT を活用した評価活動 

 【５】授業記録の方法 

 ■ビデオカメラによる授業記録の撮

り方■ 

 

 

 図３－６ ICT の活用と授業設計の画面例

図３－５ 音声による解説教材の目次の一部 
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A_3：ICT を使った授業のための情報収集 

 【１】授業設計のための情報収集 

 【２】授業実践のための情報収集 

 【２】①インターネットを用いた情報

収集 

 ▼Web 上から目的とする教材や授業

実践事例を検索する方法   

 

 

 

 

 

 

A_4：ICT を活用した教材作成の基礎 

 ICT を活用した教材作成の基礎 

 【１】授業のねらいに即した教材作成 

 【２】ICT 活用の目的にそった教材作成 

 【３】素材の種類と利用方法 

 【４】教材作成に適切なソフトウェアの選択 

 【５】著作権や肖像権に注意して教材作成 

 【６】Web 上の教材を上手に利用 

 【７】教材作成の方法を Web で知る 

 【８】作成した教材の評価と改善 

 【９】教材の共有 

 【10】デザインなども考えて教材作成 

 【11】ソフトウェアや機器別の教材作成 

A_5：授業で使う ICT 機器の準備 

 【１】ICT 機器の種類と特性 

 ●投影機器の種類と特徴 

 【２】ICT 機器の接続 

 【３】ICT 機器のある教室環境 

 

Ｅ 校務での ICT 活用 

E_1：校務の情報化とは 

 校務の情報化とは 

 【１】校務の情報化の目的 

 【２】校務の情報化の意義①業務の軽減と効率化 

 【２】②教育活動の質の改善 

 【２】③保護者や地域との連携 

 【２】④情報セキュリティの確保 

 【３】「校務」の種類と「校務の情報化」の対象範囲 

図３－７ 音声教材の解説用画面例 
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E_2：校務情報の整理と管理 

 校務情報の整理と管理 

 【１】身のまわりの校務に関する情報

の整理 

 【２】個人情報とは 

 【３】校務に関する情報の管理の重要

性 

 【３】①情報漏えいの傾向 

 【３】②情報漏えいの脅威 

 【４】情報の管理の必要性（未収録） 

 【５】パスワードによる情報の保護 

（未収録） 

 【６】学校情報セキュリティポリシーの遵守 

 

E_3：校務に関する情報の作成 

 【１】文書作成のためのインターネットを使った情報収集 

 キーワード検索の例   

 キーワード検索を有効に行うためのコツ 

 インターネットを使った情報収集の方法 

 【２】著作権への配慮 

 【３】校務文書の作成演習 

 【４】指導に活かす校務に関する情報 

 【４】①日々のテストのデータ入力・集計 

 【４】②分析と指導場面への適用 

E_4：情報の共有とコミュニケーション 

 情報の共有とコミュニケーション 

 【１】校内ネットワークの概要①校内

ネットワークのイメージ 

 【１】②校内ネットワークを使ったフ

ァイル共有の利用方法 

 【１】情報の共有化①情報の共有化 

 【２】②校内ネットワークを利用して

情報を共有する場合の留意点 

 ▼フォルダ管理ルールの例 

 【３】情報の再利用 

 【４】紙ベースの情報の電子化 

 スキャナによる電子化手順 

 ●文字情報の電子化 

 【５】セキュリティの確保 

 【６】電子メールの利用 

 【７】電子掲示板の利用 

図３－８ 個人情報に関する音声教材の画面

図３－９ フォルダ管理ルールの音声教材の画面
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 【８】グループウェアの利用 

 ▼グループウェアのイメージ例 

 

３．３．４ 研修テキスト説明用補助ビデオ（サンプル） 

テキストの内容の中で、ビデオなどの動画での

解説の方がより理解しやすい内容について試行的

にビデオ教材の開発を行った。これらは、来年度

の研修において試験運用し、その内容の点検や、

研修での利用効果の検証を行う予定をしている。 

開発に際しては、具体的な利用シーンや活用方

法などを想起しながら絵コンテを記述し、その内

容に応じた撮影と編集を行った。完成したビデオ

に音声解説を挿入し、さらにＷｅｂでの視聴が可

能なようにファイルの変換を行った。 

今年度の成果としては、次の４点の開発をおこ

なった。 

 

（１）パソコン本体と周辺機器の接続 

パソコン本体に接続する基本的な周辺機

器としての、キーボードやマウス、モニタ

ーだけでなく、スピーカーやマイク、電源

ケーブルの接続方法まで具体的に説明した

ものである。 

 

（２）プロジェクターとコンピュータの接続 

プロジェクターとコンピュータの接続だ

けでなく、接続語の表示方法を具体的に説

明しています。特にファンクションキーの

具体的な使い方（メーカーによる違いを含

む）についても説明し、状況に合わせた使

い方の必要性について促している。 

 

（３）ICT 機器のある教室環境 

プロジェクターと電子黒板を使った場合

の違いなどについて説明した。特に、プロ

ジェクターの使い方については、その配置

や教師の立ち位置などの留意についても説

明している。また、資料作成時の文字の大

きさと、実際のスクリーンへ表示した場合

の文字の大きさの違いや、児童生徒が見た

場合の画面の可視度などへの配慮について

図３－１０ ビデオ教材のメニュー画面 

図３－１１ パソコン本体と周辺機器の接続 

図３－１２ プロジェクター配置の画面 
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具体的に説明している。 

 

（４）ビデオカメラによる授業記録の撮り方 

授業記録をとる場合のビデオカメラの設

置位置、その場合の撮影対象などについて

解説している。児童生徒の何を撮影したい

か、そのときの教員の指導内容を撮影する

場合の留意点などについて具体的に解説し

ている。 

 

 

 

 

 

 

３．４ 研修用Ｗｅｂサイトの活用 

本年度末の時点では、まだ試行的な準備であり、今後テキストの内容に準拠した研修用教材

を十分に開発する必要がある。また、これらのＷｅｂサイトについては、実際の研修での使用

と評価を来年度以降進める必要がある。そのためにも、その活用方法や活用場面などを今後検

討し、来年度の研修の中で活用と評価を進めていく予定である。その上で、その内容の改善を

進め、研修用補助教材としての内容充実を図りたいと考えている。 
 

図３－１３ プロジェクター配置の画面 
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資料編 
 

【Ⅰ】教員の ICT 活用指導力規準表 

Ａ 教員の ICT 活用能力規準表（旧規準表、2005 年度版、JAPET 版）（Ａ－１～２） 

Ｂ 教員の ICT 活用指導力規準表（新訂規準表、2007 年度版）（Ｂ－１～３） 

 

【Ⅱ】教員の ICT 活用指導力基準表 

Ａ 教員の ICT 活用能力基準表（旧基準表、2005 年度版、JAPET 版）（Ａ－１） 

 

【Ⅲ】研修テキスト概略 

 

【Ⅳ】研修実施報告 

Ａ 茨城県石岡市立三村小学校 

Ｂ 神奈川県川崎市立新作小学校 

Ｃ 神奈川県川崎市立柿生小学校 

Ｄ 京都府京都市立西院小学校 

Ｅ 兵庫県尼崎市立名和小学校 

Ｆ 兵庫県川西市立北陵小学校 

Ｇ 尼崎市立教育総合センター 

 

【Ⅴ】研修アンケート結果 

 

【Ⅵ】学校のＩＣＴ環境力調査結果 



44 

【Ⅰ】教員の ICT 活用指導力規準表 

Ａ-１ 教員の ICT 活用能力規準表（旧規準表、2005 年版、JAPET 版） 

 
教員のICT活用能力規準表(2005年度版) 2006年4月1日発行

レベルA レベルB レベルC レベルD

大学生・新任
（基礎的な知識をもとに授業を

実践できる）

一般教員
（効果的な授業が実践できる）

ICTリーダー教員
（校内で指導・推進できる）

指導主事
（地域で指導・推進できる）

1 教育の情報化

①教育の情報化の意義を理解し
ている。
②指導要領におけるICT活用につ
いて理解している。

①教育の情報化の意義を理解
し、教育実践に取り組むことがで
きる。
②指導要領におけるICT活用につ
いて理解し、担当教科における計
画を立てることができる。

①国，県の施策を理解し，市町村の施
策を踏まえ、校内のリーダとして教育実
践に取り組むことができる。
②教育の情報化に関わる予算制度に
ついて理解し、自校の情報化推進計画
に反映できる。

①国，県の施策を理解し，市町村の実
態を踏まえた取り組みを進めることがで
きる。
②教育の情報化に関わる予算制度に
ついて理解し、地域の情報化計画への
提言ができる。

2 情報教育

①情報教育のねらいについて理
解している。

①情報教育のねらいについて理
解し、教育実践に取り組むことが
できる。

①異校種の情報教育の内容について
理解し、系統的な教育実践に取り組む
ことができる。

①小中高等学校における情報教育の
内容について理解し、系統的な教育内
容の提案ができる。

中項目

領　　域

大項目

1
教育の情報化

に関する
政策・施策

 

1 授業設計

①ＩＣＴを利用した授業の利点や効
果を理解し、授業設計の中に取り
入れることができる。

①ＩＣＴの活用場面を工夫し、授業
を設計することができる。

①ICTを活用した効果的な授業設計の
方法を他の教員に示すことができる。

①ICTを活用した効果的な授業設計の
方法を地域の研修等で指導できる。

2 教材準備・作成

①教育用ソフト・コンテンツの内容
を理解し、利用することができる。
②ICTを利用して，教材を作るた
めに必要な素材を収集することが
できる。

①授業での利用場面に適した教
育用ソフト・コンテンツを選択し、
準備できる。
②他者が作成した教材やデータを
参考にして編集したり、新しく作成
したりすることができる。

①授業で利用できる教育用ソフト・コン
テンツの適切な利用方法について理解
し，他の教員に対して指導できる。
②教材やデータのセキュリティーを考慮
した管理方法や校内での活用方法に
ついて指導できる。

①地域の教員研修等で教材準備・教材
作成について指導できる。
②地域内において、教材やデータのセ
キュリティーを考慮した管理方法につい
て提案できる。

3 授業実践

①ICT機器や教育用ソフト・コンテ
ンツの活用方法を理解し、授業に
おいて利用することができる。
②総合的な学習の時間等におい
て情報を活用した学習活動を指
導することができる。

①授業において適切な場面でICT
機器や教育用ソフト・コンテンツを
活用することができる。
②総合的な学習の時間等におい
て課題に応じて適切にＩＣＴを活用
し、情報を活用した学習活動を指
導することができる。
③ICTを活用した授業を公開する
ことができる。

①ICT機器や教育用ソフト・コンテンツを
活用したモデル授業を実施し、他の教
員に対して有効な活用方法を示すこと
ができる。
②公開されている優れたＩＣＴ活用事例
を他の教員に紹介することができる。
③課題解決学習のモデル授業を実施
し、他の教員に対してＩＣＴの有効な活
用方法を示すことができる。

①ICT機器や教育用ソフト・コンテンツを
活用したモデル授業を紹介し、地域の
教員に対して有効な活用方法を示すこ
とや、活用方法の指導を行うことができ
る。
②課題解決学習のモデル授業を実施
し、地域の教員に対してＩＣＴの有効な
活用方法を示すことができる。

4
児童・生徒への
ICTスキルの指導

①担当教科・学級等において，学
習活動に必要なIT機器の基本的
な知識・操作，著作権等について
指導する事ができる。
②アプリケーションソフトの基本的
な使い方を指導できる。

①児童・生徒の実態に応じて，工
夫しながらICTスキルについての
指導をおこなう事ができる。
②学習場面に応じたアプリケー
ションソフトの効果的な使い方を
指導できる。

①ICTスキルの指導に関して，学校の
実態に応じた適切な年間計画等をたて
る事ができる。
②他の教員に対して，ICTスキルの指
導に当たっての助言・指導ができる。

①ICTスキルの指導計画の作成，実践
等に対して，助言・指導ができる。
②地域の実態に応じて，ICTを活用した
共同学習・交流学習等の企画・運営・
実践等を推進することができる。

5 評価活動

①評価の目的、方法、基準などの
知識を持って学習指導を行うこと
ができる。

①評価の目的、方法、基準などを
明確に意識した上で授業を設計
し、実践できる。
②評価結果を分析し、授業を改善
できる。

①評価の仕方について他の教員を指
導できる。
②コンピュータを利用して評価結果のよ
り深い分析を行うことができる。

①地域の教員研修等で評価の仕方に
ついて指導できる。

2 ICT活用授業

 

1 著作権

①教材として著作物を使用する際
の著作権についての知識を持ち、
教育活動において適切に対応す
ることができる。

①教育活動で利用する著作物に
対して正しい知識を持ち、適切に
対応することができる。
②校内ネットワークなど情報を共
有する場合の著作権に対して配
慮ができる。

①教育活動で利用する著作物の著作
権について他の教員に指導することが
できる。

①教育活動で利用する著作物の著作
権について地域の教員研修等で指導
することができる。
②地域で起きた著作権に関する問題に
対して正しく対応することができる。

2 情報モラル

①情報モラルについての知識を
持ち、教育活動において正しく行
動することができる。

①社会の変化に対応した情報モ
ラルの内容について理解してい
る。
②情報モラルの指導方法につい
ての知識を持っている。

①情報モラルの内容やその指導方法
について他の教員に指導できる。

①情報モラルの内容やその指導方法
について地域の教員研修等で指導でき
る。
②情報モラルについて相談を受けるこ
とができる。

3 児童・生徒への指導

①著作権や情報モラルについて
指導することができる

①著作権や情報モラルについて
具体例などを示しながら、分かり
やすく指導することができる

①著作権や情報モラルについて、他の
教員に対して指導方法を示すことがで
きる。

①著作権や情報モラルについてモデル
授業の実施等を通して、地域の教員に
対して指導方法を示すことができる。

3
著作権・情報モラル
（情報安全教育）

 

1 校務の情報処理

①校務のICT活用について，その
方法、留意点を理解する。

①校内の約束に従って校務のICT
活用ができる。

①校内で、校務のネットワーク活用がし
やすいようにICT環境を整えることがで
きる。

①学校の実態に応じた、校務でのICT
活用を提案し、指導できる。

2
ICTを活用した
コミュニケーション

①ICTを利用して教員間の情報共
有ができる。

①ICTを利用して積極的に情報発
信を行い、教員間の情報共有を
図ることができる。

①ICTを利用した教員間の情報共有の
必要性を説き、情報共有を推進でき
る。
②他の教員に対してICTを活用したコ
ミュニケーションについての指導ができ
る。

①教育委員会に対してICTを利用した
情報共有の必要性を説明し、地域全体
での情報共有を推進できる。

3 情報の発信

①担当教科やクラスの活動につ
いて情報発信ができる。

①担当教科やクラス等を中心とし
た情報発信ができる。

①学校単位の情報発信ができる。
②他の教員に対して情報発信のあり方
や方法を指導できる。

①地域の教員研修等において情報発
信についてのあり方や方法を指導がで
きる。

4 成績処理

①担当科目や学校の実態に応じ
た評価の方法を理解し、市販ソフ
トなどを利用して成績処理ができ
る。

①担当科目や学校の実態に応じ
た評価の方法を理解し、市販ソフ
トなどを利用して成績処理ができ
る。
②教科担当教員の成績データを
取りまとめることができる（クラス
担任）。
③処理結果を生徒指導や授業改
善に結びつけることができる。

①担当科目や学校の実態に応じた評
価の方法を指導するとともに、市販ソフ
トなどの利用方法を指導できる。

①担当科目や学校の実態に応じた評
価の方法を理解し、成績処理の仕方に
ついてアドバイスできる。

4 校務の情報化
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Ａ-２ 教員の ICT 活用能力規準表（旧規準表、2005 年版、JAPET 版） 

 
教員のICT活用能力規準表(2005年度版) 2006年4月1日発行

レベルA レベルB レベルC レベルD

大学生・新任
（基礎的な知識をもとに授業を

実践できる）

一般教員
（効果的な授業が実践できる）

ICTリーダー教員
（校内で指導・推進できる）

指導主事
（地域で指導・推進できる）

1
学校教育目標と
ICT活用

①学校教育目標とICT活用の関連
について理解することができる。
②ＩＣＴ活用についての学校方針
に従って授業を実践できる。

①学校目標を理解し、ICTを活用
した教育実践に積極的に取り組
むことができる。
②ＩＣＴ活用についての学校方針を
理解し、授業を実践できる。

①学校目標を理解し、ICTを活用した教
育実践を提案することができる。
②ＩＣＴ活用についての学校方針を明示
し、他の教員の理解と実践を推進する
ことができる（校長・教頭）。

①学校の実態に即した効果的なICT活
用を提案できる。
②地域におけるＩＣＴ活用教育のあり方
を提言するとともに、その推進を行うこ
とができる。

2 セキュリティポリシー

①安全に個人情報を取り扱うこと
ができる。
②情報セキュリティポリシーの大
切さがわかる。

①安全に個人情報を取り扱うこと
ができる。
②情報セキュリティポリシーの大
切さがわかり、適切に適用するこ
とができる。

①個人情報の取り扱いについて、他の
教員に対して指導できる。
②校内の情報セキュリティポリシーの
策定を行い、意識の向上を啓発するこ
とができる。

①個人情報の取り扱いについて、地域
の教員に対して指導できる。
②情報セキュリティポリシーの策定を行
い、地域の教員に対して、意識の向上
を啓発することができる。

3 研修計画と実施

　 ①ICT活用に関する研修を計画し、校
内での効果的な活用推進ができる。

②地域や学校の実態に即した研修を
提案でき、ICTの活用促進を積極的に
図ることができる。

4
情報化設備の
企画と管理

①授業で必要なハード・ソフト・コ
ンテンツを見極め、校内で購入提
案をすることができる。

①校内で必要なハード・ソフト・コンテン
ツをとりまとめ、購入を企画し、申請す
ることができる。
②校内のネットワークについて理解し、
基本的な運用と管理ができる。

①教育委員会に対して地域で必要な
ハード・ソフト・コンテンツの購入を企
画・提案することができる。
②地域や校内LANの構築の提案と指
導ができる。

5
学校の情報化
に関する評価

①ＩＣＴ活用が学校方針基づき正しく実
践されているかどうかを評価し、必要な
改善を指導することができる（校長・教
頭）。

①ＩＣＴ活用が学校方針基づき正しく実
践されているかどうかを評価し、必要な
改善を指導することができる（校長・教
頭）。

6
その他
（地域連携など）

①ＩＣＴを活用した他校（国内・国外）との
交流を推進できる。

①ＩＣＴを活用した他校（国内・国外）との
交流を推進できる。

5
情報化

マネージメント

大項目 中項目

領　　域

 

1
コンピュータやネット
ワークに関する知識

①コンピューターやネットワークに
関わる一般的な基礎知識を持っ
ている。

①コンピューターやネットワークに
関わる一般的な基礎知識を持っ
ている。

①コンピューターやネットワークに関わ
る技術動向を把握している。
②技術動向を他の教員にわかりやすく
説明することができる。

①コンピューターやネットワークに関わ
る最新の技術動向を知っているととも
に、それらの原理や仕組みも理解して
いる。
②地域の教員研修等で、技術動向をわ
かりやすく説明することができる。

2
コンピュータおよび
周辺機器の操作

①ICTに関する機器の基本的な接
続や操作ができる。

①ICTに関する機器の基本的な接
続や操作ができる。

①ICTに関する機器の基本的な接続や
操作を他の教員に指導することができ
る。

①ICTに関する機器の基本的な接続や
操作を地域の教員研修等で指導するこ
とができる。

3 ネットワークの活用

①ネットワークに接続されたコン
ピュータなどの利用ができる。

①ネットワークに接続されたコン
ピュータなどの利用ができる。

①ネットワークの利用方法について他
の教員に指導できる。

①ネットワークの利用方法について地
域の教員研修等で指導できる。

4
アプリケーションソフ
ト

①授業で利用するオフィス系ソフ
ト、プレゼンソフトおよび校務に必
要なソフトウェアについて必要な
機能を操作できる。
②児童・生徒にアプリケーションソ
フトの操作を指導できる。

①授業で利用するオフィス系ソフ
ト、プレゼンソフトおよび校務に必
要なソフトウェアについて必要な
機能を操作できる。
②児童・生徒にアプリケーションソ
フトの操作を指導できる。

①授業や校務で利用するソフトウェア
の機能や操作について他の教員に指
導できる。
②児童生徒への指導方法について他
の教員に指導できる。

①授業や校務で利用するソフトウェア
の機能や操作について地域の教員研
修などで指導できる。
②児童生徒への指導方法について地
域の教員研修などで指導できる。

5 安全管理

①ハードウェアやソフトウェアの安
全管理について概要が分かる。

①ハードウェアやソフトウェアの安
全管理について理解し、実践でき
る。

①ハードウェアやソフトウェアの安全管
理について他の教員を指導できる。
②校内でのハードウェアやソフトウェア
の安全管理についての基本方針の策
定ができる。

①地域の教員研修等で学校における
ハードウェアやソフトウェアの安全管理
についての指導ができる。
②地域におけるハードウェアやソフト
ウェアの安全管理についての基本方針
の策定ができる。

ソフトウェア、
ハードウェア等
についての
知識、スキル

6
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Ｂ-１ 教員の ICT 活用指導力規準表（新訂規準表、2007 年度版） 

 
教員のICT活用能力規準表(2007年度版)

2008年3月31日発行

1 「教育の情報化」の推進 1 国の政策 ① 教育の情報化に関する基本的な
ことを知っている。

① 教育の情報化の推進に関する法
的な根拠を理解している。

① 教育の情報化の推進に関する具
体的な政策を理解している。

① 教育の情報化に関して、地域の
実態に応じた具体的な政策を立
案できる。

② 教育の情報化の意義を説明でき
る。

② 教育の情報化の意義を理解し、
教育実践に取り組むことができ
る。

② 国や県の施策を理解し、校内の
リーダとして教育実践を推進でき
る。

② 国や県の施策を理解し、地域の
実態を踏まえた取り組みを推進で
きる。

2 学校における教育の情
報化

① 学校における情報教育の内容を
知っている。

① 各教科で情報教育を取り入れた
教育実践を行うことができる。

① 情報教育の推進計画を立案し、
取り組むことができる。

① 教育の情報化の推進について説
明でき、学校へ指導・助言できる。

② ＩＣＴを活用した授業場面を理解し
ている。

② ＩＣＴを活用した授業に積極的に取
り組むことができる。

② ＩＣＴ活用授業の推進計画を立案
し、取り組むことができる。

② 教育の情報化に関わる予算制度
について理解し、地域と連携した
情報化計画が提言できる。

③ 校務の情報化の必要性を理解し
ている。

③ 校内における校務の情報化に積
極的に取り組み、協力して進める
ことができる。

③ 校務の情報化の計画を立案し、
取り組むことができる。

③ 校務の情報化の計画を立案し、
地域と連携しながら取り組むこと
ができる。

3 学習指導要領との関連 ① 学習指導要領における情報教育
のねらいについて理解している。

① 情報教育のねらいについて理解
し、教育実践に取り組むことがで
きる。

① 情報教育の内容について理解し、
校内における系統的な教育実践
の計画を立案し、取り組むことが
できる。

① 小中高等学校における情報教育
の内容について理解し、系統的な
教育を取り入れた指導計画と指
導内容を提案し助言できる。

② 学習指導要領におけるＩＣＴ活用
について理解している。

② 教科の目標と関連付けながらＩＣＴ
活用の指導計画を立案できる。

② 教科指導や総合的な学習の時間
における様々なＩＣＴ活用授業に関
する指導計画を提案できる。

② 学習指導における様々なＩＣＴ活用
に関する指導計画と指導内容を
提案し助言できる。

4 ICT環境の整備 ① 学校におけるＩＣＴ環境について理
解している。

① ＩＣＴ活用のための環境を自ら整
え、いつでも利用できる。

① 校内のＩＣＴ環境の概要をつかみ、
円滑な活用に努めることができ
る。

① 学校におけるＩＣＴ環境の整備につ
いて理解し、指導・助言できる。

② ＩＣＴ環境の整備に積極的に取り組
むことができる。

② 校内でのＩＣＴ活用に対して、他の
教員が使いやすいように配慮でき
る。

② 校内のＩＣＴ環境の運用管理につ
いて、積極的に取り組むことがで
きる。

② 学校のＩＣＴ環境の運用管理およ
び問題解決に対して指導・助言で
きる。

③ 校内研修に参加し、自らＩＣＴ活用
能力の向上を図ることができる。

③ ＩＣＴ活用に関する研修計画を立案
し、実施できる。

③ 学校におけるＩＣＴ活用に関する研
修カリキュラムを提案し学校に対
して指導できる。

④ 教育の情報化に関わる予算制度
について理解し、自校の情報化推
進計画に反映できる。

④ 学校の管理職に対して、ＩＣＴ活用
環境の整備について指導できる。

レベルD

指導主事
（地域で指導・推進できる）

レベルA

大学生・新任教員
（基礎的な知識をもとに
授業を実践できる）

レベルB

一般教員
（効果的な授業が実践できる）

中項目

領　　域

大項目

レベルC

ICTリーダー教員
（校内で指導・推進できる）

 
2 情報教育 1 授業設計 ① 情報教育のねらいを実現する指

導案を作成できる。
① 情報教育のねらいを実現する授

業の具体的な指導計画を立案で
きる。

① 情報教育のねらいを実現する授
業の系統的で具体的な指導計画
を校内の教員に提案できる。

① 情報教育のねらいを実現する具
体的な授業設計の方法を地域の
研修等で教員に指導できる。

② 校内における系統的な情報教育
の指導計画を理解し，担当学年
や教科の授業における段階的な
情報教育の授業設計ができる。

② 校内における系統的な情報教育
の指導計画に基づき、担当学年
や教科の授業における段階的な
指導内容を取り入れた情報教育
の授業設計について、校内の教
員に助言できる。

② 情報教育の授業設計の前提とし
て、授業（教科・科目）で実施すべ
き項目・内容や教科内・学年内で
の系統性について、地域の研修
等で教員に指導できる。

2 授業準備・学習環境整
備

① 情報教育のねらいを実現する授
業において、必要に応じてＩＣＴ機
器や既存教材を準備できる。

① 授業での利用場面に応じて情報
教育のねらいに即した資料や課
題を準備できる。

① 情報教育で利用できる素材や教
材の適切な利用方法について理
解し、校内の教員に提案できる。

① 情報教育で利用できる素材や教
材の適切な利用方法について理
解し、地域の研修等で教員に指
導できる。

② ＩＣＴを利用して、情報教育を実施
するために必要な素材や情報を
収集できる。

② 情報教育のねらいを実現する授
業を実施できる具体的な教材を作
成できる。

② 情報教育を効果的に実施するた
めの教材作成方法について、校
内の教員に提案できる。

② 情報教育を効果的に実施するた
めの教材作成方法について、地
域の研修等で教員に指導できる。

③ 授業において必要なＩＣＴ機器や
環境を整備できる。

③ 実施する授業に応じてＩＣＴを活用
することが適切かどうかを判断し、
必要な授業環境を整備できる。

③ 授業における情報教育のねらい
や児童生徒の実態に応じて、適
切な環境・条件を校内の教員に提
案できる。

③ 地域の教員が実施する授業に応
じて、ＩＣＴ活用の有無も含め、適
切な学習環境・条件を提案・指導
できる。

3 授業実践 ① 情報教育のねらいを意識した授
業を実施できる。

① 情報教育のねらいをバランスよく
実現する授業を実施できる。

① 校内の教員に対して、情報教育
のねらいをバランスよく実現する
モデル授業を実施し、有効な教育
方法を提案できる。

① 情報教育のねらいをバランスよく
実現するモデル授業を紹介し、有
効な教育方法や教材の活用方法
を地域の教員に指導できる。

② 情報教育のねらいを意識した授
業において、必要に応じたICT機
器や既存教材を利用できる。

② 情報を活用した学習活動におい
て、課題に応じた児童生徒の適切
なＩＣＴ活用を支援できる。

② 情報を活用した学習活動におい
て、課題に応じた児童生徒の適切
なＩＣＴ機器の活用方法を校内の
教員に提案できる。

② 情報を活用した学習活動におい
て、児童生徒の課題に応じた適切
なＩＣＴ機器の活用法を地域の教
員に提案できる。

③ 校内の教員に対して、問題解決
学習にかかるモデル授業を実施
し、情報教育の有効な教育方法を
提案できる。

③ 地域の教員に対して、問題解決
学習にかかるモデル授業を実施・
紹介し、情報教育の有効な教育
方法を指導できる。

4 児童生徒への
情報教育の指導

① 情報活用の実践力の育成を意識
しながら指導できる。

① 児童生徒の実態に応じて、工夫し
ながら情報活用の実践力を育成
する指導ができる。

① 情報活用の実践力を育成する指
導方法について、校内の教員に
助言・支援できる。

① 情報活用の実践力を育成する効
果的な指導方法について、地域
の教員に指導・助言できる。

② 情報の科学的な理解を深めること
を意識しながら指導できる。

② 児童生徒の実態に応じて、工夫し
ながら情報の科学的な理解を深
める指導ができる。

② 情報の科学的な理解を深める指
導方法について、校内の教員に
助言・支援できる。

② 情報の科学的な理解を深める効
果的な指導方法について、地域
の教員に指導・助言ができる。

③ 情報社会に参画する態度の育成
を意識しながら指導できる。

③ 児童生徒の実態に応じて、工夫し
ながら情報社会に参画する態度
を育成する指導ができる。

③ 情報社会に参画する態度を育成
する指導方法について、校内の教
員に助言・支援できる。

③ 情報社会に参画する態度を育成
する効果的な指導方法について、
地域の教員に指導・助言できる。

④ ＩＣＴ機器等を活用して、知識の定
着や技能の習熟を図ることを意識
しながら指導できる。

④ 児童生徒の実態に応じて、工夫し
ながらＩＣＴ機器等を活用して、知
識の定着や技能の習熟を図る指
導ができる。

④ ＩＣＴ機器等を活用して、知識の定
着や技能の習熟を図ることができ
るように、校内の教員に助言・支
援できる。

④ ＩＣＴ機器等を活用して、知識の定
着や技能の習熟を図ることができ
るように、地域の教員に指導・助
言できる。  
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Ｂ-２ 教員の ICT 活用指導力規準表（新訂規準表、2007 年度版） 

 
教員のICT活用能力規準表(2007年度版)

2008年3月31日発行

3 ＩＣＴを活用した授業 1 授業設計 ① ＩＣＴ活用授業の教育効果の高さ
や授業での利点を理解している。

① ＩＣＴ活用授業の教育効果の高さを
実感し、その利点を積極的に活か
した授業の指導計画を立案でき
る。

① ＩＣＴ活用授業の教育効果の高さを
校内の教員に示し、積極的にＩＣＴ
を活用した授業の指導計画の立
案を提案できる。

① ＩＣＴ活用授業の教育的効果の有
効性や授業設計の必要性を認識
し、地域の研修等で教員に指導で
きる。

② 担当学年や教科の授業で、ＩＣＴを
活用した授業の指導計画を立案
できる。

② 担当学年や教科の授業で、ＩＣＴの
特性を理解し、それを活かした授
業設計ができる。

② ＩＣＴの特性を理解し、学習効果の
高い授業設計を校内に提案でき
る。

② ＩＣＴの優れた特性を活かした授業
設計の方法を研修等で地域の教
員に指導できる。

③ ＩＣＴの特性を活かした新しい授業
形態を校内に提案できる。

③ 地域の教員に対して、優れた研究
成果や実践例を示し、ＩＣＴの特性
を活かした新しい授業形態や学習
形態を提案できる。

2 教材準備・作成 ① 授業のねらいや目標に応じた教
育用ソフトやコンテンツの内容を
理解し、教材を準備できる。

① 授業のねらいや目標に応じた教
育用ソフトやコンテンツを選択し、
授業展開を考慮した上で教材を
準備できる。

① 授業で活用できる教育用ソフトや
コンテンツの情報提供を行い、そ
の適切な利用方法について、校
内の教員に提案し支援できる。

① 地域の教員研修等で有用な教育
用ソフトやコンテンツの教育的効
果を紹介し、ICT活用授業での利
用を広める取り組みができる。

② ＩＣＴを活用して、教材を作るため
に必要な素材を収集できる。

② ICTを活用して、教材を自作した
り、既存の教材を編集したりして、
授業に活用できる教材を作成でき
る。

② ＩＣＴを活用して、教材を自作した
り、編集したりする方法を校内の
教員に提案し支援できる。

② 教材の素材収集や作成につい
て、より効果的で効率的な方法を
地域の研修等で教員に指導でき
る。

3 授業実践 ① 授業においてＩＣＴ機器の活用方
法を理解し、活用できる。

① 授業において適切な場面でＩＣＴ機
器を効果的に活用できる。

① 校内の教員に対して、ＩＣＴ機器を
活用したモデル授業を実施すると
ともに、有効な活用方法を示し支
援できる。

① 地域の教員に対して、優れた研究
成果や実践事例を示し、ＩＣＴ機器
を活用したモデル授業を紹介する
とともに、有効な活用方法を示し
指導できる。

② 授業において教育用ソフトやコン
テンツの活用方法を理解し、活用
できる。

② 授業において適切な場面で教育
用ソフトやコンテンツを効果的に
活用できる。

② 校内の教員に対して、教育用ソフ
トやコンテンツを活用したモデル
授業を実施するとともに、有効な
活用方法を示し支援できる。

② 地域の教員に対して、教育用ソフ
トやコンテンツを活用したモデル
授業を紹介するとともに、有効な
活用方法を示し指導できる。

③ 教科等の目標達成のためにＩＣＴ
を活用した授業展開を行うことが
できる。

③ 授業や学習の多様な場面に応じ
てＩＣＴを活用し、教科等の目標や
ねらいを達成できる。

③ 校内の教員に対して、教科等の
目標やねらいに応じた優れたＩＣＴ
活用事例を紹介し、ＩＣＴ活用のア
イデアを提供できる。

③ 地域の教員に対して、教科等の
目標やねらいに応じたＩＣＴ活用事
例を研修会等で紹介し、ＩＣＴの有
効な活用方法を提示できる。

4 児童・生徒への
ICTスキルの指導

① 児童生徒が授業や学習活動に必
要なＩＣＴスキルについて指導でき
る。

① ＩＣＴスキル指導年間計画に沿っ
て、児童生徒の実態を把握しなが
らＩＣＴスキルを指導できる。

① ＩＣＴスキルの指導に関して、学校
の実態に応じて、学校全体の系
統表を作成し、それをもとに適切
な年間指導計画を立案し、提案で
きる。

① 地域の実態に応じて、教員に対し
て、ＩＣＴスキルの育成モデル案を
提案するとともに、実践等につい
て指導・助言できる。

② ＩＣＴ機器やアプリケーションソフト
の基本的な使い方を指導できる。

② 学習場面に応じたＩＣＴ機器やアプ
リケーションソフトの効果的な使い
方を指導できる。

② 児童生徒へのＩＣＴスキル指導に
あたって、校内の教員に支援やア
ドバイスができる。

② 地域の教員に対して、研修等に
よって児童生徒の発達段階に即
した適正なＩＣＴスキルの習得方法
を指導・助言できる。

③ 情報の収集・判断・処理・創造・発
信に必要な基本的なＩＣＴスキルを
指導できる。

③ 学習の場面に応じて情報の収集・
判断・処理・創造・発信に必要なＩ
ＣＴスキルを指導できる。

③ 情報活用に有効なＩＣＴスキルを収
集・判断・処理・創造・発信の場面
ごとに整理し、その指導法を校内
の教員に提案できる。

③ 情報の収集・判断・処理・創造・発
信に必要なスキルの効果的な児
童生徒への指導法を地域の研修
会等で教員に指導できる。

5 評価活動 ① 評価の目的、方法、規準を持ってＩ
ＣＴ活用授業の指導計画を立案で
きる。

① 評価の目的、方法、規準を明確に
したＩＣＴ活用の授業設計を行うこ
とができる。

① ＩＣＴ活用授業の評価の目的、方
法、規準を校内の教員に提案でき
る。

① ＩＣＴ活用授業の評価の観点およ
び評価方法を地域の教員に指導・
助言できる。

② 授業を分析し、ＩＣＴ活用の方法を
改善できる。

② 評価内容を分析し、ＩＣＴ活用の方
法および授業を改善することがで
きる。

② 学校全体のＩＣＴ活用授業の評価
を行い、授業改善に役立てること
ができる。

② ＩＣＴを活用した授業評価方法を指
導・助言できる。

③ 学習者の評価にＩＣＴを活用でき
る。

③ ＩＣＴを活用することによって、学習
者のより適正な評価を行うことが
できる。

③ ＩＣＴを活用した学習者に対する適
切な評価方法などを提案できる。

③ 学習者の評価にＩＣＴを有効に活
用する方法を研修会等で指導で
きる。

レベルD

大項目 中項目
大学生・新任教員

（基礎的な知識をもとに
授業を実践できる）

一般教員
（効果的な授業が実践できる）

ICTリーダー教員
（校内で指導・推進できる）

指導主事
（地域で指導・推進できる）

領　　域 レベルA レベルB レベルC

 
4 情報モラル 1 情報社会の倫理と法の

理解（コンプライアンス）
① 情報社会において、責任ある態度

をとり、義務を果たしながら教育
活動が行うことができる。

① 情報社会における責任と義務に
ついて正しく理解し、教育活動の
中で日常的に適切に対応すること
ができる。

① 情報社会における責任と義務に
ついて深く理解し、学校内で起き
た問題に適切に対応できる。

① 情報社会における責任と義務に
ついて、地域の研修等で教員に
指導できる。

② 人格権、肖像権などの個人の権
利について正しく理解し、尊重しな
がら教育活動を行うことができる。

② 人格権、肖像権などの個人の権
利について正しく理解し、教育活
動において日常的に適切に対応
できる。

② 人格権、肖像権などの個人の権
利について、学校全体で共通理
解を図るために、校内研修を実施
できる。

② 人格権、肖像権などの個人の権
利について、地域の教員研修等
で教員に指導できる。

③ 著作権などの知的財産権につい
て正しく理解し、尊重しながら教育
活動を行うことができる。

③ 著作権などの知的財産権につい
て正しく理解し、教育活動におい
て日常的に適切に対応できる。

③ 著作権などの知的財産権につい
て、学校全体で共通理解を図るた
めに、校内研修を実施できる。

③ 著作権などの知的財産権につい
て、地域の研修等で教員に指導
できる。

④ 情報に関する法律の内容を理解
し、遵守しながら教育活動を行うこ
とができる。

④ 情報に関する法律の内容を理解
し、日常的に適切に対応し、教育
活動に活かすことができる。

④ 情報に関する法律の内容を積極
的に理解し、校内研修等を実施で
きる。

④ 情報に関する法律の内容や対応
について、地域の研修等で教員
に指導できる。

⑤ 情報モラルについての知識を持
ち、教育活動において正しく行動
できる。

⑤ 社会の変化に対応した情報モラ
ルの内容について理解し、教育活
動において正しく行動できる。

⑤ 情報モラルの内容やその指導方
法について、指導計画を立案し、
学校全体で取り組むことができ
る。

⑤ 情報モラルの内容やその指導方
法について、地域の研修等で教
員に指導できる。

2 安全・情報セキュリティ ① 情報セキュリティポリシーの大切さ
を理解できる。

① 情報セキュリティポリシーの重要さ
を理解し、ポリシーに則った情報
の扱いを行うことができる。

① 校内の情報セキュリティポリシー
の策定を進め、意識の向上を啓
発できる。

① 情報セキュリティポリシーの策定
を行い、意識の向上を地域の教
員に啓発できる。

② 情報を正しく安全に活用するため
の知識や技術を身につけ、教育
実践できる。

② 情報を正しく安全に活用するため
の知識や技術を身につけ、積極
的に教育実践できる。

② 情報を正しく安全に活用する知識
や技術を整理し、校内研修等を実
施できる。

② 情報を正しく安全に活用するため
の環境を整え、地域の学校間情
報通信ネットワークシステムのセ
キュリティを確保できる。

③ 個人情報を安全に取り扱うための
方法を理解できる。

③ 安全に配慮し、セキュリティポリ
シーに沿った個人情報を取り扱う
ことができる。

③ 個人情報の安全な取り扱いにつ
いて、学校全体で取り組めるよう
支援できる。

③ 個人情報の安全な取り扱いにつ
いて、地域の学校に対して指導で
きる。

④ トラブル等に遭遇したとき、適切な
初期対応を行い、担当者等と連絡
をとりながら解決できる。

④ トラブル等に遭遇したとき、適切な
初期対応を取るとともに、対応マ
ニュアルに沿って問題を解決でき
る。

④ 校内の教員がトラブル等に遭遇し
たときに解決できるよう、対応マ
ニュアル等を整備しておくことがで
きる。

④ トラブル等が発生しにくいような環
境に関する技術動向を把握すると
ともに、トラブル等へ対応する人
的体制を整えることができる。
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Ｂ-３ 教員の ICT 活用指導力規準表（新訂規準表、2007 年度版） 

 
教員のICT活用能力規準表(2007年度版)

2008年3月31日発行

4 情報モラル 3 児童生徒への情報モラ
ルの指導

① 情報社会の倫理や法について指
導できる。

① 情報社会の倫理や法について具
体例などを示しながら、わかりや
すく指導できる。

① 情報社会の倫理や法について、
具体的な指導方法を校内の教員
に示すことができる。

① 情報社会の倫理や法についてモ
デル授業の実施等を通して、地域
の教員に指導方法を示すことがで
きる。

② 自他の権利について理解し尊重
できるように指導できる。

② 自他の権利を害するような行動の
具体例をあげて、積極的に指導で
きる。

② 自他の権利を尊重するように情報
提供し、学校全体で取り組めるよ
う資料等を整備しておくことができ
る。

② 自他の権利を尊重する具体的な
指導方法等を地域の教育研修等
で教員に指導できる。

③ 自他の安全や健康を害するような
行動を抑制できるように指導でき
る。

③ 自他の安全や健康を害するような
行動の具体例をあげて、積極的
に指導できる。

③ 安全や健康を害するような行動を
抑制できるように情報提供し、学
校全体で取り組めるよう資料等を
整備しておくことができる。

③ 安全や健康を害するような行動に
対する具体的な指導方法等を、地
域の研修等で教員に指導できる。

④ 情報セキュリティの重要性を指導
できる。

④ 情報セキュリティについて具体例
などを示しながら、重要性と対策
をわかりやすく指導できる。

④ 情報セキュリティについて、具体
的な指導方法を校内の教員に示
すことができる。

④ 情報セキュリティについてモデル
授業の実施等を通して、地域の教
員に指導方法を示すことができ
る。

⑤ 地域・保護者と連携をとり、児童
生徒の情報安全教育を進めること
ができる。

⑤ 地域・保護者と連携をとり、児童
生徒の情報安全教育について具
体例を示しながら、わかりやすく
指導できる。

⑤ 児童生徒の情報安全教育を進め
るために、地域・保護者に情報提
供し、学校全体で取り組めるよう
環境整備を行うことができる。

⑤ 地域・保護者と連携をとり、児童
生徒の情報安全教育を進めるた
めの具体例を示し、地域の学校に
啓発することができる。

レベルD

大項目 中項目
大学生・新任教員

（基礎的な知識をもとに
授業を実践できる）

一般教員
（効果的な授業が実践できる）

ICTリーダー教員
（校内で指導・推進できる）

指導主事
（地域で指導・推進できる）

領　　域 レベルA レベルB レベルC

 
5 校務の情報化 1 ＩＣＴを活用した情報収

集と資料作成
① ＩＣＴを活用し、校務に必要な情報

を収集したり資料を作成したりす
る必要性や方法を理解する。

① ＩＣＴを活用し、校務に必要な情報
を収集したり資料を作成したりす
ることができる。

① ＩＣＴを活用し、校務に必要な情報
を収集したり資料を作成したりす
ることについて、校内の教職員に
助言・指導できる。

① 学校の実態に応じて、校務におけ
るＩＣＴ活用を提案し、指導できる。

2 情報共有とコミュニケー
ション(交換）

① 教職員間の情報共有の手段とし
て積極的にＩＣＴを活用できる。

① 教職員間の情報共有の手段とし
て日常的に適切にＩＣＴを活用でき
る。

① ＩＣＴを活用した情報共有の方法に
ついて、校内の教職員に助言でき
る。

① 教育委員会に対してＩＣＴを活用し
た情報共有の必要性を説明し、地
域全体での情報共有を推進でき
る。

② 教職員間のコミュニケーションの
手段として積極的にＩＣＴを活用で
きる。

② 教職員間のコミュニケーションの
手段として日常的に適切にＩＣＴを
活用できる。

② ＩＣＴを活用したコミュニケーション
の方法について、校内の教職員
に指導できる。

② 教育委員会に対してＩＣＴを活用し
たコミュニケーションの必要性を説
明し、地域全体での情報交換を推
進できる。

③ 保護者・地域とのコミュニケーショ
ンの手段として、積極的にＩＣＴを
活用できる。

③ 保護者・地域とのコミュニケーショ
ンの手段として、日常的に適切にＩ
ＣＴを活用できる。

③ 保護者・地域とのコミュニケーショ
ンの手段として、ＩＣＴを活用したコ
ミュニケーションの方法について、
校内の教職員に助言できる。

③ 保護者・地域とのコミュニケーショ
ンの手段として、教育委員会に対
してICTを活用したコミュニケー
ションの必要性を説明し、地域全
体での情報交換を推進できる。

3 情報の公開（発信） ① ＩＣＴを活用して担当教科やクラス
等の活動について情報を発信で
きる。

① ＩＣＴを活用して担当教科やクラス
等を中心とした情報を計画的に発
信できる。

① 学校情報を整理し、ＩＣＴを活用し
て情報を公開できる。

① 地域の学校教育に関する情報を
公開できる環境を整える。

② 情報発信のあり方や方法を提案
できる。

② 学校評価の手段としてＩＣＴを活用
した情報公開のあり方や方法を指
導できる。

4 成績処理 ① 担当教科や学校の実態に応じた
評価の方法を理解し、ＩＣＴを活用
して成績処理を行うことができる。

① 担当教科や学校の実態に応じた
評価の方法を理解し、ＩＣＴを活用
して成績処理し、生徒指導や授業
改善に生かすことができる。

① 校内の教員に対して、担当教科
や学校の実態に応じた評価の方
法を支援するとともに、ＩＣＴを活用
した方法を助言できる。

① 担当教科や学校の実態に応じた
評価の方法を理解し、成績処理
の方法について指導・助言でき
る。

② 評価を充実させるためのＩＣＴ活用
の方法について理解している。

② 評価を充実させるために日常的
に適切にＩＣＴを活用することがで
きる。

② 評価を充実させるためのＩＣＴ活用
について、校内の教員に助言でき
る。

② 評価を充実させるためのＩＣＴ活用
の方法を理解し、学校への指導・
助言を行うことができる。

 
6 ICT活用スキル 1 情報機器の活用 ① コンピュータなどのICT機器に関し

て、児童生徒への指導に役立つ
基礎的な知識を持ち、活用でき
る。

① コンピュータなどのICT機器に関し
て、児童生徒への指導に役立つ
基礎的な知識を持ち、積極的に活
用できる。

① ICT機器に関する技術動向を把握
し、児童生徒への指導に役立つ
ICT機器の活用方法を紹介でき
る。

① ICT機器に関する技術動向を把握
し、児童生徒への指導に役立つ
ICT機器の活用方法について、地
域の研修等で教員に指導できる。

② アプリケーションソフトや基本ソフ
ト（OS)の基本操作ができ、ファイ
ル作成や印刷等ができる。

② アプリケーションソフトや基本ソフ
ト（OS)の基本操作ができ、日常的
にファイル作成や印刷等ができ
る。

② 学校で利用されるアプリケーショ
ンソフトの効果的な利用方法を紹
介できる。

② ソフトウェアに関する技術動向を
把握し、学校で利用できるアプリ
ケーションソフトの効果的な利用
方法について、地域の教員研修
等で教員に指導できる。

③ 目的に応じて、適切にソフトウェア
やICT機器を選択し活用できる。

③ 目的に応じて、適切にソフトウェア
やICT機器を選択し、積極的に活
用できる。

③ 目的に応じて、適切なソフトウェア
やICT機器の活用方法を紹介でき
る。

③ 学校の実態に応じて、適切なソフ
トウェアやICT機器を選択し利用で
きる環境を整えることができる。

2 情報通信ネットワークの
活用

① ネットワークに接続されたコン
ピュータやプリンタ、サーバなどを
利用し、安全に情報を共有するこ
とができる。

① ネットワークに接続されたコン
ピュータやプリンタ、サーバなどを
日常的に利用し、安全に情報を共
有することができる。

① 安全・安心して情報の共有がしや
すいように校内ネットワークの円
滑な活用に努めることができる。

① 安全・安心して情報の共有がしや
すいように地域ネットワークを設
計し、運用できる。

② 情報通信ネットワークを介したコ
ミュニケーション手段の特性を理
解し、安全に利用できる。

② 情報通信ネットワークを介したコ
ミュニケーション手段の特性を理
解し、積極的に安全に利用でき
る。

② 安全・安心に留意し、情報通信
ネットワークを活用して教職員間
や地域とのコミュニケーションが円
滑にできるような方法を紹介でき
る。

② 教職員間や地域とのコミュニケー
ションが円滑に行えるようにセ
キュアな情報通信ネットワーク環
境を整えることができる。
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【Ⅱ】教員の ICT 活用指導力基準表 

Ａ-１ 教員の ICT 活用能力基準表（旧基準表、2005 年版、JAPET 版）  （一部抜粋） 

レベルA レベルB レベルC レベルD

大学生・新任
（基礎的な知識をもとに授業を実

践できる）

一般教員
（効果的な授業が実践できる）

ＩＣＴリーダー教員
（校内で指導・推進できる）

指導主事
（地域で指導・推進できる）

教育の情報化

①教育の情報化の意義を理解してい
る。
②指導要領におけるＩＣＴ活用につい
て理解している。

①教育の情報化の意義を理解し，説
明することができる。
②指導要領におけるＩＣＴ活用につい
て理解し，担当教科における計画を
立てることができる。

①国，県の施策を理解し，市町村の
施策を踏まえ，校内のリーダとして教
育実践に取り組むことができる。
②教育の情報化に関わる予算制度に
ついて理解し，自校の情報化推進計
画に反映できる。

①国，県の施策を理解し，市町村の
実態を踏まえた取り組みを進めること
ができる。
②教育の情報化に関わる予算制度に
ついて理解し，地域の情報化計画へ
の提言ができる。

①文部科学省から公表されている
資料類を読み，「教育の情報化」
に関する記述を読んでいる。
②「教育の情報化」を構成する
「情報教育」と「教科のＩＣＴ活
用」と，「校務の情報化」の違い
がわかる。
③「ＩＣＴを活用した授業」の利
点と注意点がわかる。
④指導要領を読み，「ＩＣＴ活
用」についての記述を見つけるこ
とができる。

①文部科学省から公表されている
資料類を読み，「教育の情報化」
に関する記述を紹介できる。
②「教育の情報化」を構成する
「情報教育」と「教科のＩＣＴ活
用」と，「校務の情報化」の違い
が説明できる。
③「ＩＣＴを活用した授業」の利
点と注意点が説明できる。
④週１回程度の頻度で，「情報教
育」や「教科のＩＣＴ活用」を実
践できる。
⑤担当教科の年間指導計画の中
で，ＩＣＴ活用部分を週１回程度
の頻度で含まれるように計画でき
る。

①自校の地域の施策と，国・県の
施策との関連性を説明できる。
②他の教員へＩＣＴ活用した授業
の利点と注意点を紹介できる。
③校内の教員らと協力し，自校の
情報化推進計画を立案できる。
④地方交付税などの収入源と，そ
の用途制約に関して説明できる。

①市町村の実態を知り，それをも
とにして「教育の情報化」の推進
できる。

⑥ICT活用の目的を説明できる。
⑦ICT活用に期待される効果の説明
ができる。
⑧教材作成の主な方法が分かる。

⑨教育の情報化と情報教育につい
て説明できる。

⑩一般のホームページと違って、
学校の情報発信の場であることが
理解できる。
⑪「学校の教育目標」「所在地」
「学習の様子」など、いくつかの
内容をカードに記入できる。
⑫研修で理解したことをもとにし
て、プレテストより広がった「学
校ホームページ」にイメージを書
くことができる。

⑫ICTを活用することで、処理が効
率的に出来ることがわかる。

情報教育

①情報教育のねらいについて理解し
ている。

①情報教育のねらいについて理解
し，説明することができる。
②教科における情報教育の進め方に
ついて理解し，担当教科における授
業を計画することができる。

①情報教育の内容について理解し，
系統的な教育実践に取り組むことが
できる。

①小中高等学校における情報教育の
内容について理解し，系統的な教育
内容の提案ができる。

①情報教育の(3つの)ねらいの項目
が言える。
②担当する学年や教科における情
報教育の取り組みについて実践例
を知っている。
③担当する学年や教科における情
報教育の取り組みを各種メディア
から調査することが出来る。
④各学年や各教科における情報教
育の取り組みについて実践例を
知っている。

①情報教育の(3つの)ねらいについ
て説明できる。
②担当する学年や教科の中に情報
教育の内容を埋め込んだ実践をす
る際，類似の事例を数例挙げるこ
とが出来る。
③他学年や他教科における情報教
育の取り組みについて実践例を
知っている。
④他学年や他教科における情報教
育の取り組みを各種メディアから
調査し，自分の実践に活かすこと
が出来る。

①情報教育の3つのねらいを整理し
その相互関係を教員に説明でき
る。
②各学年や各教科における情報教
育の取り組みを情報教育のねらい
に照らして整理できる。
③校内における系統的な情報教育
の取組を計画することが出来る(年
間を通じて／6or3カ年を通じて)。
④隣接校種での情報教育の取り組
みを理解し，自校の計画に反映さ
せることが出来る。

①管轄下の学校における情報教育
の取り組みを整理出来る。

⑤ICT活用の目的が分かる。
⑥ICT活用に期待される効果が分か
る。
⑦教材作成の主な方法が分かる。

授業設計

①ＩＣＴを利用した授業の利点や効果
を理解している。
②担当学年や教科の授業で，ＩＣＴを
利用した授業を考えることができる。

①ＩＣＴの活用場面を工夫した授業を
設計することができる。
②担当学年や教科の授業で，ＩＣＴを
活用した授業設計を積極的に行って
いる。

①ＩＣＴを活用した効果的な授業設計
の方法を他の教員に示すことができ
る。

①ＩＣＴを活用した効果的な授業設計
の方法を地域の研修等で指導でき
る。

①ねらいや目標に応じて，動画や静
止画等の活用場面を考えた授業を計
画することができる。
②ねらいや目標に応じて，コンピュー
タやネットワークの活用場面を考えた
授業を計画することができる。
③ねらいや目標に応じて，プロジェク
ターやデジタルカメラなどのＩＣＴ機器
の活用場面を考えた授業を計画する
ことができる。

①動画や静止画等の効果的な活用
場面（教科・単元など）がわかり，年間
計画等に位置づける事ができる。
②担当学年や教科において，コン
ピュータやネットワークの効果的な活
用を取り入れた指導案が作成できる。
③プロジェクターやデジタルカメラなど
のＩＣＴ機器を担当学年や教科の中に
効果的に取り入れた児童案が作成で
きる。

①動画・静止画等の効果的な活用場
面（学年・教科・単元）などがわかり，
年間指導計画等の作成についてアド
バイスする事ができる。
②コンピュータやネットワークをはじめ
とするＩＣＴ機器を効果的に活用した学
校全体のカリキュラムを考えることが
できる。

④参考になる授業実践例があるサイ
トのURLが分かる。
⑤自分がイメージする授業実践例を
検索することができる。
⑥授業実践例をもとに、自分の授業
がイメージできる。
⑦実践事例や指導案見本を参考に
し、指導案が作成できる。
⑧ICTを活用した教材を授業のどの場
面で使用するかを考えて、指導案が
作成できる。
⑨必要な枚数にあわせてスライドを作
成・削除する事ができる。
⑩活用場面にあわせて，スライドの提
示順序を変更する事ができる。

⑪参考になる授業実践例があるサイ
トのURLが分かる。
⑫自分がイメージする授業実践例を
検索することができる。
⑬授業実践例をもとに、自分の授業
がイメージできる。
⑭実践事例や指導案見本を参考に
し、指導案が作成できる。
⑮ICTを活用した教材を授業のどの場
面で使用するかを考えて、指導案が
作成できる。

③カードを同じカテゴリに分類できる。
④学校ホームページのトップページの
イメージをつかむことができる。

中項目

領　　域

大項目

2

[具体的目標]

1

[具体的目標]

1
教育の情報化

に関する
政策・施策

1

[具体的目標]

2 ＩＣＴ活用授業
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【Ⅲ】研修テキスト概略 

（１）表紙 

 
文部科学省の「教員の ICT 活用指導力の

規準」（チェックリスト）の５つのカテゴリー

をレーザーチャートにイメージした表紙にな

っている。また、テキストの目次と項目、内

容もこのカテゴリーに合わせて、作成してい

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（２）もくじ 
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（３）イラストで分かるテキスト概要 

５つのカテゴリリーに対応して、わかり易くイラストでテキスト概要を記述し、テキス

ト内容がイメージできるようにしている。 

 

（４）研修項目の相互関連図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

左図の「研修項目の相互

関連図」は、５つのカテゴ

リーと研修項目（２９講）

の関連について、研修のつ

ながりがイメージできる

ように図式化している。 
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【Ⅳ】研修実施報告 

 
研修地域 研修内容 

日時： 平成 19 年 2 月 4 日（月） １４：１５～１６：３０ 
場所： 石岡市立三村小学校 コンピュータ室 
対象： 三村小学校教職員 約 10 名 
講師： 石岡市立関川小学校 今泉 英樹 先生（調査研究委員会委員） 
情報環境： コンピュータ室 ＰＣ20 台、各教室・特別教室への LAN 構築済

み、児童用デジタルカメラ 8 台 

Ａ 茨城県石岡市立

三村小学校 

研修概要： 教員の実態、研修時間等から ICT 活用指導力の基本を扱う。 
１ 【講義】ICT の効果的な活用 （テキスト B－１） 
２ 【実習】教室での ICT 活用について（テキストＡ－５） 
①教室環境の設営  ②ICT 機器の準備  ③ICT 活用実践例 
④プロジェクター  ⑤デジタルカメラ 

３ 【実習】グループウェアの使い方 
研修報告： ICT 活用指導力の基礎を研修することを目的とし、まずは ICT の

授業での効果的な活用場面について紹介をした。その後、すぐに授業で使

えるように、デジタルカメラとプロジェクターの活用について、一人一人

が実際に接続、撮影、投影を行った。グループウェアについては、全員が

実際に操作をしながら、基本的な操作の確認と、「知っていると便利な機能」

について、操作方法や効果について研修した。 
研修の感想： 限られた時間ではあったが、実際の機器に触れ、接続などを一

人一人が確認したため、実践につながる研修になったと思われる。 
テキスト： テキストをもとに、プレゼン資料を作成し、テキストとプレゼン

を併用して講義を行ったが、図・写真には多少の説明が必要であった。 
日時： 平成 19 年 12 月 25 日（火） １５：３０～１６：４０ 
場所： 川崎市立新作小学校 図書室・普通教室 
対象： 新作小学校教職員 約 20 名 
講師： 川崎市総合教育センター 情報・視聴覚センター 

井部 良一 先生（調査研究委員会委員） 
情報環境： コンピュータ室 ＰＣ40 台、教室移動用の４セット（①コンピュ

ータ ②プロジェクター ③ＯＨＣ ④マグネットスクリーン） 

Ｂ 川崎市立 

新作小学校 

研修概要： 教員の実態、研修時間等からＩＣＴ活用指導力の基本を扱う。 
１ 【講義】教育の情報化 （テキストＡ－１） 
２ 【講義】情報教育と ICT 活用（テキストＡ－１） 
３ 【講義】教室での ICT 活用（テキストＡ－５・Ｂ－１～５） 

①教室環境の設営 ②ICT 機器の準備 ③ICT 活用実践例 
４ 【実習】①教室での ICT 機器の環境設定（テキストＡ－５） 

①プロジェクタ ②マグネットスクリーン ③ＯＨＣ ④ノートＰＣ 
５ 【実習】ICT の具体的活用（テキストＡ－１） 

研修報告： ICT 活用指導力の基礎を研修することを目的とし、まずは教育の

情報化、児童生徒への情報教育と教員の ICT 活用授業の理論を説明した。

そして、ICT を活用して指導することの重要性とその実際について具体例

を示しながら話をした。加えて、校内ＬＡＮが敷設されたばかりなのでそ

の活用例を示した。その後、3 グループ（5～６人）に別れ、実際に教室で

機器の設置を行い、ＯＨＣで飼料を映したり、コンピュータの画面を投影

したりして、操作技術の実習を行なった。 
研修の感想： 1 時間という限られた時間設定だったので、研修内容を進めるだ

けで十繰る取り組む余裕が無かった。とりあえず、ICT 活用の重要性と日

常の授業の中に取り入れることの教育的効果は伝えることができたかと思
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 う。場所の都合上、講義と実習を分けたが、うまく織り込みながら進める

とより理解が深まったかと思う。 
テキスト： 時間的にも研修の流れからも、そのままテキストをもとに研修を

進めるということは難しい。テキストから研修内容をピックアップしてプ

レゼンを作成し、講義の中で、詳しく見る場合にテキストを利用するとい

う形での利用になる。そのまま研修に使うならば、もう少し文字を少なく

しビジュアルなものにしないと使いにくく感じる。 
Ａ～Ｃは構成上分かれているが、研修を実際行なうと、内容的に分けら

れないところが多くある。 
日時： 平成 20 年 1 月 8 日（火） １５：３０～１６：４０ 
場所： 川崎市立柿生小学校 図書室・普通教室 
対象： 柿生小学校教職員 約 20 名 
講師： 川崎市総合教育センター 情報・視聴覚センター 

井部 良一 先生（調査研究委員会委員） 
情報環境： コンピュータ室 ＰＣ40 台、教室移動用の４セット（①コンピュ

ータ ②プロジェクター ③ＯＨＣ ④マグネットスクリーン） 

Ｃ 川崎市立 

柿生小学校 

研修内容等は、Ｂの新作小学校と同じ。 
日時： 平成 20 年 1 月 7 日（月） １３：３０～１６：００ 
場所： 京都市教育委員会 情報化推進総合センター 研修室 
対象： 京都市立西院小学校教職員 約 35 名 
講師： 京都市教育委員会 情報化推進総合センター 

稲葉 弘和 先生（調査研究委員会委員） 
情報環境： 研修室 参加者全員 ＰＣ 、プロジェクター 

Ｄ 京都市立 

西院小学校 

研修概要： 

１ ICT を有効活用した授業について  （講義） 

教師のICT活用指導力向上に向けて 

２ ICTを使った授業のための情報収集  （実習１） 

３ 教材作成               （実習２） 

４ グループ内での模擬授業              （実習３） 

研修報告： 本研修の目標は、文科省チェックリストのＡ分野とＢ分野の向上

を目指したものであり、約６０分×３コマでの研修であった。 
研修の感想： 今回の研修スタイルは，指導者があらかじめ研修の流れを作っ

ておき，そこで必要な部分についてピンポイントで研修テキストを使用す

るというものであり，これにより向上させたい力をより深く育成するのに

有効な使い方ができていた。受講者も積極的に研修に参加し，講義・実習

とも熱心に取り組んでいた。研修の合間に，便利さや学習に有効なことを

実感している歓声や反応が見られ，やはり研修においてはこのような有効

性を体感させることがとても効果的であることを改めて感じた。 

テキスト： 研修テキストの記述も，研修の中で提示した場面で受講者が熱心

に目を通し反応する様子（うなずきや納得の表情など）が見受けられたこ

とから，表現・内容とも適切なものであったと推測される。 
Ｅ 尼崎市立 

名和小学校 
日時： 平成 20 年 1 月 15 日（火） １０：３０～１２：３０ 

１３：３０～１５：３０ 
場所： 尼崎市立名和小学校 コンピュータ教室 
対象： 1 年目教員 約 30 名 
情報環境： コンピュータ室 デスクトップＰＣ２０台、ノート型ＰＣ２０台 

５０インチＰＤＰ（タッチパネル） 
会場校はネットディにて校内ＬＡＮが整備済み 
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 研修概要： 

１ 【講話】ICT を活用した授業について（テキストＡ－１） 
２ 【講話】ICT を活用した教材作成の基礎（テキストＡ－４、５） 
３ 【演習】教室でのＩＣＴ機器の環境設定（テキストＡ－５） 
４ 【演習】ICT を活用したデジタルコンテンツづくり 

（テキストＡ－４、Ｂ－２） 
５ 【演習】ICT を活用した模擬授業（テキストＢ－６） 
６ 【演習】模擬授業ビデオ、相互評価とまとめ（テキストＢ－６） 

研修報告： １年目教員を対象としたものであるため、ICT の活用と情報教育

についてのちがいの理解が不十分であることで、はじめに教育の情報化、

児童生徒への情報教育と教員の ICT 活用授業の理論を説明した。ICT を活

用して指導することの重要性とその実際について具体例を示しながら話を

した。演習は、プレゼンテーションソフトのパワーポイントを使用して教

材作成を行った。操作は、年々スキルが上がっており、ほとんどの受講者

が改めて指導する必要がないほどスムーズに操作できていた。 
午後は、教室での機器の設置、コンピュータ室での大型提示装置へのビ

デオカメラ、デジタルカメラ等の接続など、できるだけ多く演習を取り入

れた。最後に、作成したデジタルコンテンツを使用した模擬授業を代表５

人に行ってもらった。模擬授業はビデオ撮影しておき、全員で視聴しなが

ら相互評価を行った。 
研修の感想： ICT 活用のテキストの評価を行うという目的もあったため、午

前・午後を通じ、講話の時間がやや長かったため、教材作成のための時間

が少なくなってしまった。模擬授業は、ビデオ映像を見ながらの相互評価

であったため、模擬授業者にとっても自己評価ができたことや、観点を決

めて視聴できたことなど、プラス面での意見が多かった。 
テキスト： 研修の対象や目的でテキストに沿った研修もできるが、テキスト

の流れそのままで研修を進めるのは難しい。テキストと実際の研修内容を

考慮してプレゼン資料を作成し、研修の中で、テキストのページを伝えな

がら利用した。テキストの画面は、スライドの中にテキスト（ＰＤＦファ

イル）へハイパーリンクをさせておき、必要な部分を提示しながら進めた。 
日時： 平成 20 年 1 月 9 日(水) １４：００～１６：００ 
場所： 川西市立北陵小学校 コンピュータルーム 
対象： 北陵小学校教職員 約 20 名 
講師： 川西市立北陵小学校 坪田 城達 先生（調査研究委員会委員） 
情報環境： 普通教室 ①手作り移動用セット ②プロジェクター ③ＯＨＣ 

④ビデオカメラ ⑤ディジタルカメラ ⑥ＰＣ 
コンピュータ室 ①プロジェクター ②プリンター ③全員ＰＣ 

Ｆ 兵庫県川西市立 

北陵小学校 

研修概要： 

１ 講義 教育の情報化（テキストＡ－１） 
２ 講義・実習 ICT 活用授業（テキストＡ－５、Ｂ－１～Ｂ－５） 
３ 講義・実習 ICT 活用の教材作成（テキストＡ－４、Ｂ－６） 

研修報告： 普通教室でいつも授業でちょっとだけ ICT を使ってみることに踏

み切らせる講義内容であった。実物投影機、デジタルカメラなどをちょっ

とした工夫で上手な使い方を紹介した。 
研修の感想： 環境が整備されていないとなかなかうまくいかないが、環境に

よって研修内容を変えるなどいろいろ工夫されている。また、受講者レベ

ルによって違いがあるので、つまづくところもいろいろある。操作指導は

一箇所でまとめる方がいい。授業がつかめる動画を紹介し、アイディアを

もって取り組んでいる。 
テキスト： 読めばわかり易く作られている。図や絵を多く取り込んでいるの

で、分かりやすい。 
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日時： 平成 20 年 3 月 8 日（土）１０：００～１７：００ 
場所： 尼崎市教育委員会 尼崎市立教育総合センター 研修室 
対象： 尼崎市近隣の教員 約 15 名 

Ｇ 研修会 

研修概要・講師： 

10:00～10:50 講義  教育における ICT 活用の目的 
講師 尼崎市立総合教育センター 米田 浩先生 

奈良教育大学 伊藤剛和先生 
（調査研究委員会委員） 

11:00～12:00 講義と実習  授業での効果的な活用事例 
講師 川西市立北陵小学校 坪田城達先生 

（調査研究委員会委員） 
12:00～13:00 休憩（昼食） 
13:00～16:00 実習  子供に分かる ICT 活用教材の作り方 

講師 石岡市立関川小学校 今泉英樹先生 
川崎市立総合教育センター 井部良一先生 

（調査研究委員会委員） 
16:10～17:00 講義と実習  児童生徒の情報活用能力を高める指導方法 

講師 京都市情報化推進総合センター 稲葉弘和先生 
（調査研究委員会委員） 

研修の評価 

１ 教材コンテンツの作成と整備（研修内容） 

1.1 テキストの内容に応じたスライドの作成 
1.2 スライドの中にノートを追加（セリフ作成による標準化） 
1.3 スライドをダウンロードできるように 
1.4 独自作成した動画コンテンツ（ＮＨＫに頼らない） 
1.5 ワークシート（紙とデジタル）の作成（標準化） 
1.6 研修指導用資料の作成 
1.7 実際に研修の様子を見ることができるコンテンツ 

２ 研修の運用（研修方法） 

2.1 研修体制 
2.2 事前のニーズ調査と絞り込み 
2.3 パッケージング（研修時間、研修内容） 
2.4 教えるべきものと教えるべきでないものの精選 
2.5 講義と作業の分離（講義と演習と実習の区別を明確に！） 
2.6 課題解決型？ワークショップ型？作業の深みに入り込むことの危険 
2.7 事前指導、事後指導 
2.8 研修環境の整備と標準化 
2.9 教員個々の能力の向上（受講者の評価） 
2.10 学校 ICT 環境力との関連 

３ 集合研修のよさをどのように活かすか 

3.1 学校での職員研修の場合（同じ環境、コンピュータ室でのＯＪＴ） 
3.2 教育委員会主催の職員研修の場合（レベルと課題意識の焦点化） 
3.3 不特定多数のセミナー形式の場合 
3.4 受講生用パソコンの活用法 
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【Ⅴ】研修アンケート結果 

研修アンケート票は、下記の９項目からなる。【Ⅳ】研修の実施時にアンケート票に答えて

もらった。このアンケート票はかなり分量があり、受講者にとっては負担になった。アンケー

ト票は軽いものに改訂する。 

（０）研修受講者について 校種および学年等のアンケートの基本的な内容 

（１）研修テキスト 

①「テキストの読みやすさ」（はい、いいえ、その理由） 

②「構成や内容」（自由記述） 

③「詳細内容」（大項目ＡＢの１１講についての４段階評価） 

「内容の分かりやすさ」（４段階評価） 

４：大変分かりやすい 

３：分かりやすい 

２：あまり分かりやすいとはいえない 

１：分かりにくい 

「授業への役立ち」「校務への役立ち」（４段階評価） 

４：大変役に立つ 

３：役立つ 

２：あまり役に立つとはいえない 

１：役立たない 

（２）研修方法  「良かった点」「改善すべき点」の自由記述 

（３）研修内容  「分かりやすかった点、役に立つ点」「改善すべき点」の自由記述 

（４）講師    「よかった点」「お気づきの点」の自由記述 

（５）教員の ICT 活用指導力のチェックリスト(文部科学省) 〔研修前チェック〕 

（６）教員の ICT 活用指導力のチェックリスト(文部科学省) 〔研修後チェック〕 

研修前後で 18 項目の事項診断（４段階評価） 

４：わりにできる 
３：ややできる 
２：あまりできない 
１：ほとんどできない 

（７）研修受講後の「教員の ICT 活用能力規準表」での基準内容に対する達成度 

大項目Ａの規準内容  32 項目（４段階評価） 
大項目Ｂの規準内容  31 項目（４段階評価） 
４：十分達成できた 
３：達成できた 
２：あまり達成できなかった 
１：達成できなかった 
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（１）研修テキスト 

（１） 研修テキストは読みやすかったか？

テキストの読みやすさ 人数 割合
1 読みやすい 90人 84.9%
2 読みにくい 6人 5.7%
3 無回答 10人 9.4%

合計 106人 100.0%

研修テキストは読みやすかったか？

90人

10人6人
読みやすい

読みにくい

無回答

  

 

【テキストの詳細内容】 

テキストの大項目ＡとＢの11講の詳細内容について、「内容の分かりやすさ」「授業への役

立ち」「校務への役立ち」の観点から４段階評価で質問した。その回答結果は、次のとおりで

あった。ただし、大項目Ａは5講を合計し、大項目Ｂは6講を合計した延べ人数となっている。

また、無回答が多いのは、質問数が多く、回答できる時間があまり取れなかったためである。 

(a) 大項目Ａ 教材・指導準備・評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答者だけを見ると、大項目ＡとＢのテキストの内容について、90％以上の受講者がわか

りやすいと答えている。また、大項目ＡとＢの授業実践についても、90％以上の受講者が役

立つと答えている。やはり、執筆と編集に当たって、できるだけ文字を少なく、イラストな

どを多く使ってわかり易くすることを心がけたからと考える。 

 

 

【代表的な意見】 

◆読みやすい点 

①写真、図、グラフ、イラストが多く、効果的に

使われているので分かりやすい。 
②情報機器の接続など、一つ一つあるので、初め

ての人でも１人で接続できる。 
③用語が正しく丁寧に解説されている。 
④パソコンに詳しくない人でも読み易く、順序良

く進めることができた。 
◆改善点 

①節ごとに執筆担当が違い、章ごとに分量を少な

くするようにしたほうがよい。 
②重要なキーワード、センテンス、図などは文字

を大きくするなど工夫すると分かりやすい。 
③同じような内容が繰り返されている。 

Ａ　教材研究・指導準備・評価
①内容は分かりやすいか？ Ａ－１～５の評価

評　　価 人数 割合
1 大変分かりやすい 85人 13.4%
2 分かりやすい 282人 44.3%
3 あまり分かりやすいとはいえない 28人 4.4%
4 分かりにくい 0人 0.0%
5 無回答 241人 37.9%
合計 636人 100.0%

①内容は分かりやすいか？

0人
28人

241人 85人

282人

大変分かりやすい

分かりやすい

あまり分かりやすい
とはいえない

分かりにくい

無回答

Ａ　教材研究・指導準備・評
価

 

①「内容の分かりやすさ」は、「大変分か

りやすい」「分かりやすい」と答えた受

講者は、57％以上でした。 

②「授業実践への役立ち」は、「大変役に

立つ」「役に立つ」と答えた受講者は、

56％以上でした。 

③「校務への役立ち」は、「大変役に立つ」

「役に立つ」と答えた受講者は、29％以

上でした。校務関係は大項目Ｅの研修項

目でなかったためと考えられる。 
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(b) 大項目Ｂ 授業中にICTを活用して指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ　授業中にＩＣＴを活用して指導
①内容は分かりやすいか？ Ｂ－１～６の評価

評　　価 人数 割合
1 大変分かりやすい 108人 14.6%
2 分かりやすい 321人 43.3%
3 あまり分かりやすいとはいえない 20人 2.7%
4 分かりにくい 0人 0.0%
5 無回答 293人 39.5%
合計 742人 100.0%

①内容は分かりやすいか？

20人
0人

293人 108人

321人

大変分かりやすい

分かりやすい

あまり分かりやすい
とはいえない

分かりにくい

無回答

Ｂ　授業中にＩＣＴを活用して指導

 
Ｂ　授業中にＩＣＴを活用して指導

②授業実践に役立つか？ Ｂ－１～６の評価

評　　価 人数 割合
1 大変役に立つ 124人 16.7%
2 役に立つ 294人 39.6%
3 あまり役に立つとはいえない 13人 1.8%
4 役立たない 0人 0.0%
5 無回答 311人 41.9%
合計 742人 100.0%

②授業実践に役立つか？

124人

13人
0人 294人

311人

大変役に立つ

役に立つ

あまり役に立つとは
いえない

役立たない

無回答

Ｂ　授業中にＩＣＴを活用して指導

Ｂ　授業中にＩＣＴを活用して指導
③校務処理に役立つか？ Ｂ－１～６の評価

評　　価 人数 割合
1 大変役に立つ 9人 1.2%
2 役に立つ 181人 24.4%
3 あまり役に立つとはいえない 50人 6.7%
4 役立たない 1人 0.1%
5 無回答 501人 67.5%
合計 742人 100.0%

③校務処理に役立つか？

9人

50人1人

181人

501人

大変役に立つ

役に立つ

あまり役に立つとはい
えない

役立たない

無回答

Ｂ　授業中にＩＣＴを活用して指導

 

Ａ　教材研究・指導準備・評価
②授業実践に役立つか？ Ａ－１～５の評価

評　　価 人数 割合
1 大変役に立つ 80人 12.6%
2 役に立つ 277人 43.6%
3 あまり役に立つとはいえない 21人 3.3%
4 役立たない 1人 0.2%
5 無回答 257人 40.4%
合計 636人 100.0%

②授業実践に役立つか？
80人

21人
1人 277人

257人

大変役に立つ

役に立つ

あまり役に立つとは
いえない

役立たない

無回答

Ａ　教材研究・指導準備・評価

Ａ　教材研究・指導準備・評価
③校務処理に役立つか？ Ａ－１～５の評価

評　　価 人数 割合
1 大変役に立つ 14人 2.2%
2 役に立つ 175人 27.5%
3 あまり役に立つとはいえない 43人 6.8%
4 役立たない 2人 0.3%
5 無回答 402人 63.2%
合計 636人 100.0%

③校務処理に役立つか？

14人

43人
2人

175人

402人

大変役に立つ

役に立つ

あまり役に立つとはい
えない

役立たない

無回答

Ａ　教材研究・指導準備・評価

 

①「内容の分かりやすさ」は、「大変分かり

やすい」「分かりやすい」と答えた受講者

は、大項目Ａと同様に57％以上でした。 

②「授業実践への役立ち」は、「大変役に立

つ」「役に立つ」と答えた受講者は、大項

目Ａと同様に56％以上でした。 

③「校務への役立ち」は、「大変役に立つ」

「役に立つ」と答えた受講者は、25％以上

でした。校務関係は大項目Ａと同様に大項

目Ｅ（校務関係）の研修項目でなかったた

めと考えられる。 
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（２）研修方法、および（３）研修内容 

(a) 良かった点（代表的な意見） 

①実際に活用する場面を想定した説明と教材であった。 

②研修で自作した教材を使って模擬授業の発表は勉強になった。また、ビデオ

で振り返った点はよかった。 

③研修で勉強したことは今後の仕事にとても活かせると思った。 

④講義と演習がバランスよく構成されているのが良かった。 

⑤他の人の教材から学ぶことが多かった。 

⑥授業での活用方法を知ることができ、参考になった。 

⑦実際に授業にどう使っているかを例に挙げて、プロジェクターで映した内容

を見ながらの説明であったので、分かりやすかった。 

⑧デジタルカメラを使った授業など、パソコンだけではない ICT の活用も知る

ことができ役に立った。 

(b） 改善点 

①教材作成の実習では、時間が少ないように思った。 

②研修受講者の個人差が大きい。説明の流れが速く、「理解する」ことができ

なかった。 

③質問時間がほしかった。 

④実習では、「こんなことをするといい」という例をもう少し踏み込んで提示

してもらいたかった。 

⑤提示資料と配布資料を同じにしてほしかった。 

（４）講師（代表的な意見） 

(a） よかった点 

①経験豊富な講師の話は役に立つことがたくさんあった。 

②具体的な事例を挙げて分かりやすい内容であった。 

③丁寧な説明で大変分かり易く、信頼感が持てた。 

④｣分からない点は丁寧に章サインア説明で、大変親切であった。 

(a） 気付いた点 

①個人的には解説のテンポをもう少し上げて、時間当たりの情報量を増やして

もいいように感じた。 

②話の流れが速くて、ついていくのがしんどかった。 

（５）教員の ICT 活用指導力のチェックリスト(文部科学省) 〔研修前チェック〕 

（６）教員の ICT 活用指導力のチェックリスト(文部科学省) 〔研修後チェック〕 

 

研修前後で大項目ＡとＢについて、文部科学省のチェックリストを使って、自己診断を

実施した結果、前ページのグラフのような結果になった。Ａについては平均 2.8 点から 3.1

点にアップしている。また、Ｂについては平均 2.4 点から 2.9 点にアップしている。それ

ぞれＡは 0.3 ポイント、Ｂは 0.5 ポイントアップしていることが分かった。このことは研

修の効果があったことを表している。ただ、研修直後であったこと、精神的にも高揚して

いることからも予想をしていたことでもある。今後は、一定期間経過後、研修で身につけ

たであろう授業への効果的な ICT 活用が実践されていることを追跡調査することによって、

研修の効果があったかどうかを見ることができる。 
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（７）研修受講後の「教員のＩＣＴ活用能力規準表」での基準内容に対する達成度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修後、テキストの大項目ＡとＢの達成度について、４段階による自己診断を実施した

結果（Ａ：32 項目、Ｂ：31 項目の延べ受講者数による４段階評価）を円グラフにしたもの

である。 

「十分達成できた」「達成できた」は、Ａが 63％以上、Ｂが 67％以上である。研修の内

容を６割は達成できたと自己評価している。一方で「達成できていない」という受講者が

３割以上もあるのは、研修テキスト、研修方法、研修内容、評価方法等を改善しなければ

ない点があると考えられる。 

 

 

Ａ　教材研究・指導の準備・評価などにＩＣＴを活用する能力（Ａ－１～４の平均）

自己評価点数
研修前平均点 2.8点
研修後平均点 3.1点

Ａ　教材研究・指導の準備・評価などにＩＣＴを活用する能力
自己評価点数

2.8点
3.1点

0.0点

0.5点

1.0点

1.5点

2.0点

2.5点

3.0点

3.5点

4.0点

研修前平均点 研修後平均点

研修前平均点

研修後平均点

Ｂ　授業中にＩＣＴを活用して指導する能力（Ｂ－１～４の平均）

自己評価点数
研修前平均点 2.4点
研修後平均点 2.9点

Ｂ　授業中にＩＣＴを活用して指導する能力
自己評価点数

2.4点

2.9点

0.0点

0.5点

1.0点

1.5点

2.0点

2.5点

3.0点

3.5点

4.0点

研修前平均点 研修後平均点

研修前平均点

研修後平均点

 

Ａ　「教材研究・指導の準備・評価」の達成度

評　　価 人数 割合
4 十分達成できた 98人 8.9%
3 達成できた 593人 54.2%
2 あまり達成できなかった 358人 32.7%
1 達成できなかった 46人 4.2%

合計 1,095人 100.0%

Ａ　「教材研究・指導の準備・評価」の達成度

46人
358人

98人

593人

十分達成できた

達成できた

あまり達成できな
かった

達成できなかった

Ｂ　「授業中にＩＣＴを活用して指導」の達成度

評　　価 人数 割合
4 十分達成できた 116人 10.4%
3 達成できた 643人 57.4%
2 あまり達成できなかった 335人 29.9%
1 達成できなかった 26人 2.3%

合計 1,120人 100.0%

Ｂ　「授業中にＩＣＴを活用して指導」の達成度

26人
335人

116人

643人

十分達成できた

達成できた

あまり達成できな
かった

達成できなかった

 



61 

【Ⅵ】学校の ICT 環境力調査結果 
 
学校でのＩＣＴ活用を推進していく上で、教員自身が問題だと感じていることや改善すべきだ

と考えていることについて、研修受講者に質問した。ICT 環境力を調査する基本データとして、

想定した項目について、自由記述による調査を行った。この調査結果を踏まえて、第２年次以降

で「学校 ICT 環境力基準表」を作成する。 
１ 機器の整備について（コンピュータ、ネットワーク、ソフトウェアなど） 

（１）整備の基本ラインの確認の必要性 

①現時点では文部科学省が提示している水準で考えるのが一番妥当であろう。 

（２）基本ラインを超えて、どこまで(どのような段階を経て)整備することが望ましいとする

か／ICT 環境力判断のレベルわけ 

①数値化した方がわかりやすいとの声がある。 
（３）提示装置 

①プロジェクターという声が一番多いが、(拡大)提示装置の台数については、全クラス

同時展開を可能にしたいとの声が多い。 
②プロジェクター(拡大提示装置)＋配線・接続が容易なセットでの配置 
③ICT 機器が校内に存在している学校もあるので、現状把握をしっかりした上で整備計

画を立てる必要ある。 
（４）コンピュータ 

①一人 1 台の環境＋教室 2 台の基本をまず整備すべきである。 
②教室では教員が使うことが多いとの意見が多いので、学習用と教員用の機器・ネット

ワークの切り分けが必要であろう。 
③コンピュータ教室＋αとして二人1台 or一人1台利用可能な環境を求める声がある。 
④普通教室でも使える環境が必要である。 

（５）ソフトウェア 

①全国的に統一された児童用ソフトウェアがほしいという声もある。 
②ハードとは違い、数値化・基準化するのは難しいだろう。 

 

２ 校内の体制について（管理職、同僚、担当者など） 

（１）校内研究との関連づけ 

①研究委員会で ICT を教材研究の選択肢にしたい。 
②校内研究で蓄積した成果をどの学年でも活用できる体制作りが必要である。 

（２）教員間での意識(認識)の共有 

①情報教育の必要性がある。 
②児童生徒の現状を理解する必要がある。 
③カリキュラムなど学習内容を充実させる必要がある。 

（３）校内組織の立ち上げ 

①ICT 活用への動機付けはマネージメントレベルで行う必要がある。 
②情報活用能力の育成計画を立案する。 
③セキュリティポリシーを策定する。 
④推進役は組織で、校内整備もリーダーが必要である。 
⑤機器・コンピュータ教室の利用方法を統一化する必要がある。 
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３ 学校外での体制について（教育委員会、地域、企業など） 

（１）教育委員会からの広報・アナウンス・情報提供 

①新しい情報や今後の整備計画について、いかに全教員に伝わる体制を作るかが重要で

ある。 
（２）校内研修へのサポート体制 

①校内研修で、研修方法やコンテンツなどについて、教職員間で技術の差が大きく、外

部からのサポートが必要である。 
（３）校内リーダーの育成・援助 

（４）地域・NPO のボランティアの確保および連携役(コーディネーター)の存在 

（５）教育委員会での予算の確保 

（６）管理職への研修 

（７）授業への人的サポートの確保 

（８）教員任せ(学校任せ)にしない環境整備 

 

４ 授業での活用について（準備、教材など） 

（１）すぐに使える環境・体制作り 

（２）教材コンテンツの整備・共有化（学校ごとの蓄積） 

（３）活用事例の紹介・蓄積 

 

５ 校務での活用について（教師用コンピュータ、情報共有など） 

（１）校務の軽減（出席統計・授業時数等の処理・学校 HP の作成・文書作成・成績処理・保健

データなど） 

（２）校務用 LAN の整備 

（３）校務用パソコンの数（1 人 1台）、校務用パソコンの仕様、ファイルサーバの有無 

（４）校務上作成した文書の共有（データフォルダの階層化、ファイル名のつけ方のルール） 

（５）グループウェアの活用（連絡、お知らせ、時間割、教室予約など） 

（６）教育委員会など関係機関との連絡報告など 

（７）情報の管理体制 （セキュリティと使いやすさ） 

（８）校内ネットワーク運用ガイドライン 

 

６ ICT 活用がうまくいっている点とその理由（ICT を有効活用されている場合） 

（１）機器の整備、準備の手軽さ、すぐ使える環境 

（２）校内ランの整備 

（３）授業をオープンにして相互参観が可能（授業実践の紹介など） 

（４）コンテンツの共有 

（５）ペーパーメディアと情報機器の相互有効活用 

（６）校内リーダーの有無  わからない時にすぐに解決できる 

 

７ 経費について（年度予算、経費の獲得など） 

（１）消耗品費 年間必要額の計画など 

（２）備品の予算要求 

（３）公費以外のお金  PTA 会費 研究費、助成金などの獲得 
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